
■第1節　都市機能の整備

■第2節　居住環境の充実

■第3節　公共交通の充実

■第4節　道路環境の充実

■第5節　水の供給・下水処理の充実

■第6節　環境保全の推進

■第7節　ごみ対策の推進

■第8節　緑の充実

93



第1節　都市機能の整備

現 況 と 課 題

　持続可能なまちづくりの推進に向けて、都市機能や居住機能の集積、公共施設の適正な配置、公的
不動産の有効活用等により、コンパクトなまちづくりへの転換を図り、若者から高齢者まで、多世代
が暮らしやすい地域を形成する必要があります。
　高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律により、道路、公共施設等の一体的なバリ
アフリーのまちづくりに向けた取組が求められています。
　平成31年（2019年）4月に北広島市立地適正化計画を公表しました。この計画では、JR北広島駅周
辺を都市機能誘導区域、北広島団地地区と東部地区の一部を居住誘導区域に設定しています。しかし、
都市機能誘導区域であるJR北広島駅周辺のうち、特に西側の地域は、未利用市有地が点在しており、
これらの土地の有効活用により、医療、子育て、商業等の都市機能の誘導を図るなど、駅周辺地域の
魅力と価値が高まるよう、一体的な土地利用や機能整備を進める必要があります。
　令和5年（2023年）のボールパーク開業時においては、JR北広島駅がボールパークへのアクセス拠
点となることから、アクセス交通の整備に加え、駅周辺でのにぎわいの創出・滞留ができるようなま
ちづくりを進める必要があります。
　本市には、各地区の都市的な景観のほか、市街地間を結ぶ道路沿いにある森林や田園などの農山村
的な景観といった良好な景観資源があり、これらを活用しながら、丘陵地帯などの本市の特性を生か
した美しい景観を守り育てていく必要があります。

基 本 的 方 向

■持続可能なまちづくりの実現に向け、地区の特性に応じた都市機能等の充実を図ります。

■�ボールパーク及びその周辺の魅力あるまちづくりを進めるため、民間事業者等の誘導や北
海道らしい景観づくりの推進を図るとともに、JR新駅の整備に向けた取組を進めます。

■JR北広島駅周辺の一体的な土地利用に向けた取組の検討を進めます。

■道路、公共施設等の一体的なバリアフリーのまちづくりに向けた取組を推進します。

■�市民・事業者・行政の協働により、地域の個性や魅力を生かした魅力ある景観づくりを進
めます。
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施 　　　策

1　都市機能の整備の推進 （SDGs：9、11）　　
●地区の特性に応じた市街地形成を進め、都市機能の適正配置を推進します。
●�隣り合う複数の区画の土地を一体的に用いる小規模な再開発等に係る相談体制を整え、商業機能等
の整備を促進します。
●�JR北広島駅がボールパークへのアクセス拠点となることを踏まえた環境整備を進めるとともに、
ボールパークに隣接するJR新駅の整備に向けた取組を進めます。

●�ボールパークに隣接するJR新駅の周辺地域では、民間活力による商業・業務施設等の誘導を図り
ます。
●�ボールパーク周辺地域については、新たなまちづくりを行うとともに、わかりやすく親しみのある
町名を整備します。
●�JR北広島駅周辺の価値と魅力が高まるよう、未利用市有地等の一体的な土地利用について、地域住
民や関係機関等との連携や民間活力を生かした取組を検討し、ボールパーク周辺との連担性を持っ
た整備を進めます。

●�本市の交通利便性を生かした道の駅の可能性について検討します。
●�コンパクトなまちづくりを実現するため、各地区の土地利用の見直しを進めるとともに、定住人口
の増加を図るため北広島団地地区の容積率※1の緩和等を進めます。

●�高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律に基づいた移動等円滑化促進方針等を策定
し、道路、公共施設等の一体的かつ計画的なバリアフリー化を促進します。
●�輪厚パーキングエリア周辺は、スマートインターチェンジの利便性など地域特性を生かした土地利
用について検討します。
●�JR上野幌駅及びその周辺については、駅舎のバリアフリー化に向けて関係機関と協議を進めるとと
もに、駅周辺の利便性を生かした土地利用を検討します。

●�市営駐車場及び自転車駐車場については、駅周辺の一体的な整備と調整を図るとともに、適切な維
持管理を行います。
●�本市の自然環境や都市機能を生かした景観づくりを進めます。また、違反屋外広告物の簡易除去を
実施します。
●�ボールパーク周辺の景観づくりについては、市民や企業と一体となった取組を進め、良好な景観の
形成を図ります。

成果指標 現状値 目標値

北広島市が「住み良い」「どちらかと言えば住み良い」の割合（再掲） 75.4%（H30年度） 80.0%

※1　容積率：
敷地面積に対する建築物の延べ床面積の割合。
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第2節　居住環境の充実

現 況 と 課 題

　北広島団地地区をはじめ、少子高齢化の進展が著しい中、高齢者が安心して暮らせる利便性の高い
地域への住み替えや、子育て世代の定住促進に向けた取組など官民連携による支援体制の充実が求め
られています。
　人口減少や既存住宅の老朽化などに伴い、空き家数が増加傾向にある中、土地・建物の流動化、居
住環境の充実を図るとともに、倒壊等のおそれがある空き家への適切な対応が求められています。
　市営住宅については、共栄団地の建て替えを終え、全管理戸数は332戸となっています。建て替え
に当たっては、ユニバーサルデザイン※1を採用しており、車いす用住宅も併せて整備しています。
　道営住宅については、北海道住生活基本計画に基づき、建て替え、改修、用途廃止による管理戸
数の縮小及び再編が進められており、これらにより管理戸数は5団地1,036戸になる予定となって
います。
　UR賃貸住宅については、平成30年（2018年）12月に、新たに今後15年間の方向性を示す「ストッ
ク活用・再生ビジョン」が策定され、平成19年（2017年）�12月の「ストック再生・再編方針」の考え
方を継続していくことが示されており、市内3つのUR賃貸住宅のうち北進団地が「団地再生（集約化）」、
若葉団地と駅前団地が「用途転換」に分類されています。

基 本 的 方 向

■�高齢者世代や子育て世代の住み替えニーズに対応するため、官民連携により居住環境に関
する支援体制の充実を図ります。

■土地・建物の流動化や居住環境の充実を図り、空き家の減少に努めます。

■�適切に管理されていない空き家等は、防災、衛生、景観など、周辺環境に影響を及ぼす要
因となることから、適切な対応を進めるとともに、活用の促進を図ります。

■�市営住宅については、公営住宅長寿命化計画に基づき長寿命化と居住環境の改善を進め
ます。

■�道営住宅及びUR賃貸住宅の再生・再編に当たっては、本市への事前協議や入居者への丁寧
な説明を要望するなど、関係機関との各種連携を推進します。

※1　ユニバーサルデザイン：
年齢、性別、身体的能力、言語などの違いにかかわらず、全ての人にとって安全・安心で利用しやすいように建物や製品、サービスなどを計画、設
計する考え方。
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施 　　　策

1　住み替え支援・空き家対策 （SDGs：11）　　　　　　　　　　
●�官民連携による住み替え支援協議会において、住み替え等に対する効果的な支援体制や支援方策に
ついて検討を進めます。
●�空き家の減少や子育て世代の住み替えに係る居住環境の確保を図るため、有効活用されていない土
地や建物の売却など流動化に向けた支援の体制づくりを推進します。
●�市内の宅地建物取引業者等との連携による空き地・空き家の情報共有を行い、定住の促進と地域の
活性化を図ります。
●�空家等対策計画に基づき空き家対策を総合的かつ計画的に進めるとともに、関係する法律の改正な
ど社会情勢の変化に対応した空き家対策を推進します。

2　公営住宅等の整備促進　 （SDGs：11）　　　　　
●公営住宅長寿命化計画に基づき、市営住宅の長寿命化と居住環境の改善を進めます。
●�道営住宅やUR賃貸住宅の再生・再編に当たっては、入居者への丁寧な情報提供を要望するとともに、
市の特徴や将来の動向、市民ニーズなどを踏まえ、関係機関と情報交換や情報共有を図ります。

成果指標 現状値 目標値

「空き地・空き家、住み替えに対する施策の充実」の満足度 58.3%（H30年度） 70.0%

「多様なニーズに対応する住宅供給の充実」の満足度 69.0%（H30年度） 70.0%

市内空き家数 315件（R元年度末） 減少

北広島団地地区（手前）と東部地区（奥） 竹葉公園からの住宅街
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第3節　公共交通の充実

現 況 と 課 題

　人口減少や高齢化などにより公共交通を取り巻く社会情勢が変化しており、特に市内のバスの利用
者は年々減少傾向にあります。平成29年度（2017年度）に実施した市民アンケート調査やバスの利用
実態調査からは、「北広島団地地区における交通サービスの充実」、「地区間交通を支える質の高い公
共交通網の形成」、「市内の公共交通の利用者数を確保するための利用促進策の検討」が課題とされて
います。このような課題を踏まえ、持続可能で利便性の高い公共交通網の構築に向けて、平成30年
（2018年）6月に「北広島市地域公共交通網形成計画」を策定し、令和元年（2019年）10月には、北広
島団地線をさんぽまち・東部線として再編しました。
　市民の生活環境の維持向上や社会活動の活性化の観点からも、持続可能な公共交通を構築すること
が求められています。そのためにも、市民、交通事業者、行政との連携が重要であり、それぞれの立
場において持続可能な公共交通の在り方について、検討する必要があります。
　また、令和5年（2023年）に開業予定のボールパークと市内外各地区等との接続など、アクセス路
線や生活バス路線の在り方についても整理する必要があります。
　自動車の自動運転の実用化や先端技術を用いた新たな交通サービスなど、今後、公共交通を取り
巻く環境が大きく変化していくことが予想されるため、社会情勢の変化に応じた公共交通の構築を
図る必要があります。

基 本 的 方 向

■�地区の特性に応じた生活交通を確保し、子どもから高齢者まで安全に安心して暮らすこと
ができるよう生活環境を支える持続可能な公共交通網の構築を推進します。

■市民、交通事業者等との連携を推進し、利便性の高い公共交通の形成を図ります。

■�バス路線の利用者ニーズ等の把握に努め、社会情勢等の変化に応じた公共交通網の形成
を図ります。

■先端技術を用いた新たな交通サービスの導入を検討します。
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施 　　　策

1　持続可能な公共交通網の形成 （SDGs：9、11）　　　　　　　
●�利便性の高い持続可能な公共交通網の構築を図るため、地域公共交通活性化協議会をはじめとした、
市民、交通事業者等との連携を推進します。
●�モビリティ・マネジメント※1や市民との連携等により、公共交通を利用しやすい環境づくりに向け
た取組を推進します。
●�バス路線の利用状況や利用者ニーズを把握し、バス利用者が利用しやすい公共交通網の形成を図り
ます。
●JR北広島駅や各地域からボールパークにアクセスするための公共交通網の形成を図ります。
●�自動運転やMaaS（マース）※2などの先端技術を用いた新たな交通サービスについての調査を進め
ます。

成果指標 現状値 目標値

「利便性の高い公共交通の充実」の満足度 47.7%（H30年度） 70.0%

市内線のバス利用者数 510,500人（R元年度） 511,000人

※1　モビリティ・マネジメント：
「過度に自動車に頼る状態」から、「公共交通や徒歩などを含めた多様な交通手段を適度に賢く利用する状態」へと少しずつ変えていく一連の取組。

※2　MaaS（マース）：
英語のMobility�as�a�Serviceの略。出発地から目的地までの移動ニーズに対して最適な移動手段を包括的に一つのアプリで提供するなど、移動を
単なる手段としてではなく、利用者にとっての�一元的なサービスとして捉える概念。

JR北広島駅を出発するバス
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第4節　道路環境の充実

現 況 と 課 題

　各地域を結ぶ道路網の安全性と信頼性を確保することは、市民生活を活性化させ、都市の発展に大きな影響を
もたらします。快適な道路環境を確保するためにも、各地区の均衡を図りながら老朽化の著しい生活道路や道路
橋の再整備を計画的に進める必要があります。
　羊ヶ丘通については、平成28年度（2016年度）に国道36号との交点まで完成しており、今後、国道36号から
の事業化を図るためには、延伸ルートを決定する必要があります。
　本市の橋りょう長寿命化修繕計画対象の道路橋81橋のうち、架設後50年以上経過する橋は、令和2年（2020
年）で4橋となっていますが、令和7年（2025年）には25橋、令和12年（2030年）には40橋、令和22年（2040年）
では64橋と急速な増加が見込まれることから、計画的に整備を進める必要があります。
　令和5年（2023年）に開業予定のボールパークに関する道路網については、アクセス道路の新設や既存道路の
拡幅等により、市民生活の利便性の向上のほか、交通渋滞の緩和や歩行者の安全確保を図るための整備を進める
必要があります。また、周辺には、特別天然記念物野幌原始林や住宅地も存在することから、周辺環境に配慮し
た整備を行う必要があります。
　通学する児童・生徒や地域間の道路を通行する歩行者・自転車の安全を確保するため、安全な環境整備を推進
する必要があります。
　道道札幌恵庭自転車道線については、JR北広島駅から札幌市厚別区上野幌までの8.1㎞区間が平成16年度
（2004年度）に完成し、富ヶ岡の南富橋から南の里の道道江別恵庭線までの3.4㎞区間が平成26年度（2014年度）
に開通していますが、未供用区間が残っており、整備の促進が求められています。
　市道の除排雪は、冬期の安全で円滑な交通を確保し、市民生活及び経済活動を維持する上で重要な課題となっ
ています。少子高齢化等により、除雪に対する市民ニーズは、年々多様化しています。快適な生活環境を確保す
るため、除雪体制を維持するとともに、市民との協働による雪対策を進めていく必要があります。

基 本 的 方 向

■�安全で快適な市民生活を確保し、利便性の高い都市活動を営むことができるよう都市間
幹線道路の整備を促進するとともに、市内幹線道路及び生活道路の計画的な維持管理や
再整備を推進します。

■橋りょう等については、予防保全に努め、長寿命化を図ります。

■�ボールパークに関する道路網の整備を進め、市民生活の利便性の向上や交通渋滞の緩和等
を図ります。

■�道道札幌恵庭自転車道線の自転車利用空間を整備することにより、観光振興や健康増進を
促進します。

■冬期間の安全で円滑な交通を確保するため、除排雪体制の充実を図ります。
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施 　　　策

1　市内幹線道路・生活道路等の整備 （SDGs：9）　　　　　　
●�幹線道路等の舗装補修、生活道路の再整備、照明灯などの道路施設の改修、街路樹のせん定や補植
などを計画的に実施します。
●�安全で円滑な交通を確保するため、道路パトロールの強化や関係機関との連携などを行い、適正な
維持管理を推進します。
●橋りょう等については、長寿命化修繕計画に基づき、計画的に改修等を行います。
●高齢者や障がい者等が利用しやすく、人に優しい道路環境の整備を進めます。
●通学路の歩道の確保や適正な歩行区間の確保を推進し、危険箇所の排除等を図ります。
●市内幹線道路の交通動態を把握するため、交通量調査を継続して実施します。
●道央都市圏の骨格交通網の一つである羊ヶ丘通の延伸ルートについて関係機関と協議を進めます。

2　ボールパークに関する道路網の整備 （SDGs：9）　　　　　　
●�ボールパークへのアクセス道路の新設や既存道路の拡幅、歩行者動線の確保に向けた道路の整備
を進めます。

3　自転車道の整備　 （SDGs：9）　
●道道札幌恵庭自転車道線の早期完成を促進するため、関係機関との連携を図ります。

4　雪対策の推進 （SDGs：9）　　
●�道路状況に応じた除排雪を実施し、路面凍結対策の強化を進めるとともに、雪堆積場の確保を含め
た除排雪体制の整備を推進します。
●冬期間の交通を確保し、市民の生活環境の向上を図るため、市道排雪を支援します。
●市民との協働による雪対策を推進します。

成果指標 現状値 目標値

「安全、快適に移動できる道路の充実」の満足度 70.9%（H30年度） 75.0%

「除雪や排雪の充実」の満足度 52.5%（H30年度） 70.0%
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第5節　水の供給・下水処理の充実

現 況 と 課 題

　水道事業は、昭和38年（1963年）の簡易水道に始まり、昭和55年（1980年）には、石狩東部広域水道
企業団からの水道用水受水を始めました。平成28年（2016年）7月からは、千歳川系の受水を始め漁川系
と併せて2系統の受水体制とし、安定的な水の供給を行っています。
　下水道事業については、道営北広島団地の開発を契機に昭和45年（1970年）の事業着手から市街地を順
次事業区域に編入し施設整備を進め、現在は、施設の維持管理と改築・更新が事業の中心となっています。
　上下水道施設は、市街地の拡大に合わせ急速に整備されたため、今後増大する老朽化による更新需要へ
の対応や施設の破損によるリスクの管理が課題となっています。
　災害対策については、全国的な大規模地震や豪雨被害の発生を背景に積極的な施設の耐震化及び市街地
における浸水対策が求められています。
　老朽化に伴う施設更新に加え、配水管等の耐震化による費用の増大が見込まれることから、より計画的
かつ効率的に施設の改築及び更新を進める必要があります。
　経営に関しては、水道事業は黒字経営を維持し一定の積立金を確保していますが、平成22年度（2010
年）をピークに料金収入が減少傾向に転じています。下水道事業は、令和元年度（2019年度）に公営企業
会計※1へ移行して間もないため、経営安定化が急務となっています。
　上下水道ともに費用の増加が見込まれる一方、本格的な人口減少社会の到来や節水機器の普及などによ
る収入減少が不可避となっていますが、上下水道は、市民生活を支える重要なインフラ資産であり、将来
にわたり安定的なサービスを継続する必要があります。このため、これまで以上に経営基盤の強化と財政
マネジメントの向上を図り事業運営を進める必要があります。

基 本 的 方 向

■�安全で安心な水の供給と情報発信を進めるとともに、良質でおいしい水であることなどの
積極的な啓発を推進します。

■バイオガス※2化施設を活用し、循環型社会の形成を推進します。

■�災害発生時においても水の供給と下水処理が途絶えることのないよう、上下水道施設の強
靭化を図ります。

■�中長期的な視点に立った財政マネジメントを行い、健全な事業運営、経営基盤の強化を図
ります。

※1　公営企業会計：
地方公共団体の経営する公益的事業（上下水道事業等）の会計で、企業会計原則に基づき独立採算方式で行われるもの。

※2　バイオガス：
有機性廃棄物（草木類、生ごみ等）や下水汚泥、家畜糞尿などを発酵させて得られる可燃性ガスの総称。主成分はメタン。
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施 　　　策

1　安全・安心な水の供給 （SDGs：3、6）　　　
●�石狩東部広域水道企業団及び構成団体との連携を強化し情報共有を図るとともに、2系統による水
源の確保を維持します。
●�水質検査計画を策定し、水質検査の実施とその結果を公表するなど安全・安心な水の供給を進め
ます。

2　安定した下水処理 （SDGs：6）　　
●下水道施設の計画的な点検調査を行い、健全な状態を維持します。
●�バイオガス※2化施設において、生ごみのほか、本市と南幌町、由仁町、長沼町のし尿・浄化槽汚泥
を受け入れ、下水汚泥との混合処理を行いエネルギーの有効利用を図ります。

3　施設の強靭化・計画的更新 （SDGs：6、9）　　
●老朽化した配水管等の水道施設の更新を計画的に行い、漏水事故等の未然防止を図ります。
●災害に備え、配水管の耐震化など水道施設の整備を進めます。
●浸水対策として、道路整備に併せて効率的に雨水管を整備します。
●下水処理施設、ポンプ場施設の耐震化を進め、災害時の処理機能の維持を図ります。
●下水道施設の計画的な更新を行い、経費の平準化を図ります。

4　経営基盤の強化 （SDGs：6）　　　　　　
●�経営基盤を強化するため、適正な水道料金・下水道使用料の水準や体系を検討するとともに、経営
状況等に関して積極的な情報発信を行います。
●毎年度、PDCAサイクル※3による経営管理を行い、計画的かつ効率的な事業運営を推進します。

成果指標 現状値 目標値

「衛生的な上下水道の整備」の満足度 88.2%（H30年度） 90.0%

配水管耐震化率 27.7%（R元年度） 37.0%

※3　PDCAサイクル：
計画（Plan）→実行（Do）→評価（Check）→改善（Action）の4段階を繰り返すことによって、業務などを継続的に改善すること。
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第6節　環境保全の推進

現 況 と 課 題

　本市の魅力である良好な自然環境を将来に引き継いでいくためには、行政だけでなく市民、事業者と共に連携して、環境への
負担が少ない循環型社会の形成や生物多様性の保全に向けて行動していく必要があります。
　地球温暖化対策を推進するため、普及啓発等、温室効果ガス※1の排出量の削減に向けた行動への誘導を継続して実施する必
要があります。
　健康で安全な生活環境を維持していくため、大気汚染、水質汚濁、悪臭などをはじめとする公害問題にも十分な注意を払い、
環境汚染の防止に取り組んでいく必要があります。
　アライグマ等の特定外来生物※2は、これまで相当数捕獲しているものの、依然として農業被害が続いているほか、在来生物
の駆逐も懸念されています。また、エゾシカについては、農業被害のほか交通事故が増加しており、個体数管理等の対策を行っ
ていく必要があります。
　将来に向けて環境保全に取り組んで行くため、環境に関する理解を深める学習機会や情報提供の充実を図る必要があります。
　畜犬の管理や野犬の掃討、狂犬病予防の推進、スズメバチ等の駆除支援、浄化槽の整備の推進等により、市民の安全で快適
な生活の確保に継続して取り組んでいく必要があります。
　火葬場については、老朽化が進むとともに火葬炉の改修時期を迎えており、平成28年（2016年）9月からは、火葬場の延命
化や、市民の火葬場利用サービスの選択肢拡大を図るため、札幌里塚火葬場利用サービス事業を開始しています。火葬場の運
営については、広域的な連携を含め今後の方向性を検討していく必要があります。

基 本 的 方 向

■環境基本条例及び環境基本計画に基づき、計画的かつ総合的な環境施策を推進します。
■�市民参加による資源循環型社会と低炭素社会※3の構築を図るため、温室効果ガス※1の排出量の削減に向け
た取組を推進します。
■快適な生活環境を保全するため、公害等の発生防止を図ります。
■生物多様性の保全や生態系の維持をめざし、特定外来生物※2や有害鳥獣の駆除に取り組みます。
■�市民が環境に配慮した活動を実践する機会の拡大に向け、環境教育や啓発活動を推進し、市民・事業者・
行政などの連携を促進します。
■�動物や害虫などから市民の安全な生活を確保するため、狂犬病の蔓延防止など公衆衛生の向上を図ります。
■上下水道が整備されていない区域における衛生環境の向上を図ります。
■火葬場の今後の方向性や霊園の管理体制について検討を進めます。

※1　温室効果ガス：
地表から放射される赤外線を吸収して地表の温度を上昇させるガスの総称で、二酸化炭素、メタンなどがある。

※2　特定外来生物：
外来生物のうち、特に人間の健康や在来種の生態系などに害を及ぼす、又はその可能性があるとされる生物のこと。

※3　低炭素社会：
二酸化炭素などの温室効果ガスの排出が少ない社会。
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施 　　　策

1　温暖化対策の推進 （SDGs：7、9、12、13）　　
●�市民や事業者に対し再生可能エネルギーへの転換を促進するとともに、地球温暖化防止や省エネル
ギー意識の向上に向けた啓発を推進します。
●�環境マネジメントシステム※4の実施やグリーン購入※5の推進、次世代自動車の導入の検討など、温
室効果ガス※1の排出量の削減に向けて市が率先的に取り組みます。
●�温室効果ガス※1の排出量に大きく影響しているメタンガスの削減を図るため、ごみの減量化及び資
源化を推進します。

2　公害対策の推進 （SDGs：3、6、11、12）　　　　　　　　　　
●�公害の発生源となる工場、事業所の指導や監視、各種測定などを実施し、大気環境や水質環境の保全、
悪臭や騒音などの防止対策を推進します。
●ゴルフ場で使用される農薬の低減を図るため、水質検査や事業者への指導を実施します。

3　自然環境の保全・環境保全意識の向上 （SDGs：6、12、15）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
●�有害鳥獣やアライグマ等の特定外来生物※2の駆除を実施し、多様な生物の生息環境の保全を図ります。
●企業、団体などへの環境啓発や学校、地域、家庭における環境教育を推進します。
●NPO※6、市民団体などの自主的な環境問題への取組支援と連携促進を図ります。

4　公衆衛生の向上 （SDGs：6、12）　　　　　　　　
●畜犬の管理や野犬の掃討、狂犬病予防接種の推進、スズメバチ等の駆除支援などを実施します。
●�上下水道が整備されていない区域に居住する市民の生活利便性の向上を図るため、飲料水等の確保
及び汚水等の処理に必要となる施設の設置を支援します。
●�札幌市里塚火葬場利用サービスを継続して実施するとともに、火葬場の今後の在り方について広域
連携による整備を含めた検討を進めます。
●霊園の管理体制について検討を進めます。

成果指標 現状値 目標値

「大気汚染、水質汚染などの公害対策の充実」の満足度 78.9%（H30年度） 80.0%

※4　環境マネジメントシステム：
事業者が自主的に環境保全に関する取組を進めるに当たり、環境に関する方針や目標、計画等を定め、これらの達成に向けて実施していくための体制、
手続等の仕組みのこと。

※5　グリーン購入：
商品やサービスを購入する際に、価格、機能、品質等だけでなく、環境を考慮して、環境に与える影響ができるだけ少ないものを選んで優先的に購
入すること。

※6　NPO：
英語のNon-Profit�Organization�の略。営利を目的としない民間組織。
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第7節　ごみ対策の推進

現 況 と 課 題

　国においては、SDGs※1やG7富山物質循環フレームワークに基づき、環境保全を前提とした循環
型社会の形成を推進することとしており、リサイクルに加えてリユース・リデュースの3Rを促進す
ることで資源効率性の向上と低炭素化の同時達成を図ることとされていますが、近年においては、海
洋プラスチックごみや食品廃棄物（食品ロス）などの新たな環境問題も発生しています。
　ボールパーク開業後は、事業活動の活性化によるごみの排出量の増加が予想されるため、ごみ処理
の適正化に向けて検討する必要があります。
　最終処分場の延命化と循環型社会の形成を推進するため、びん、かん、ペットボトルや容器包装ごみ、
新聞雑誌類の分別収集のほか、生ごみについても分別収集し、下水道汚泥、し尿等と混合しバイオガ
ス※2化処理を行っていますが、適正な分別に向けた意識の向上に継続して取り組んでいく必要があり
ます。
　ごみステーションにおける不適正排出や不法投棄の抑制のため、パトロールや指導の充実に努めて
いく必要があります。
　道央廃棄物処理組合による広域での焼却施設稼働後の効率的な収集運搬、処理体制などの整備に向
けた検討を進めていく必要があります。

基 本 的 方 向

■�ごみの減量化とリサイクルを推進するため、集団資源回収の促進やリサイクル意識の高揚
を図り、ごみの適正処理を進めます。

■ボールパーク開業に向けて、ごみ処理に関する関係機関との協議を進めます。

■最終処分場の延命化を図るとともに、最終処分場周辺の環境整備に取り組みます。

■�容器包装リサイクル法などに基づく分別収集を行うほか、新たにリサイクル可能な資源物
の分別、収集方法や拠点回収の充実を図ります。

■広域による可燃ごみの焼却処理に向けて、各種実施体制を整備します。

※1　SDGs（エスディージーズ）：
英語のSustainable�Development�Goals（持続可能な開発目標）の略。平成27年（2015年）9月の国連サミットで採択された令和12年（2030年）
までの国際目標であり、持続可能な世界を実現するための17のゴール・169のターゲットから構成されている。

※2　バイオガス：
有機性廃棄物（草木類、生ごみ等）や下水汚泥、家畜糞尿などを発酵させて得られる可燃性ガスの総称。主成分はメタン。
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施 　　　策

1　ごみの減量化・リサイクルの推進 （SDGs：11、12、14）
●�ごみの減量化やリサイクル、食品ロス等に関する市民への情報発信を積極的に行うとともに、集団
資源回収や生ごみ堆肥化容器などの利用を促進し、ごみの排出抑制を図ります。
●�小中学校や自治会・町内会、老人クラブ等の様々な団体、世代を対象とした出前講座の実施を拡大
するとともに、内容の充実を図ります。
●ボールパーク開業後のごみ処理の適正化を図るため、関係機関との協議を進めます。

2　ごみ処理体制の充実 （SDGs：11、12、14） 
●�ごみの減量化や資源化の対策、生ごみのバイオガス※2化処理等により最終処分場の延命化を図ると
ともに、河川の床浚い等により最終処分場周辺の環境整備を継続して実施します。
●�リサイクル可能な新たな資源物の分別収集と効率的な収集運搬について検討し、リサイクルの推進
及び効率的な収集運搬と処理を行います。
●廃棄物パトロールの監視を強化し、不法投棄等の抑制を図ります。
●�広域による焼却施設稼働に向けた可燃ごみ等の分別区分や費用負担の在り方、効率的な収集運搬、
処理方法等の実施体制を整備するとともに、最終処分場の今後の在り方について検討します。

成果指標 現状値 目標値

「ごみ減量・リサイクルの意識の浸透」の満足度 81.3%（H30年度） 85.0%

ごみ排出量（家庭系廃棄物） 市民一人当たり582g/日
（R元年度）

市民一人当たり
550g/日

ごみステーション
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第8節　緑の充実

現 況 と 課 題

　身近に森林や緑地があり、緑の豊かさが本市の特色となっていますが、森林整備等が行き届かず、森林の
有する多面的機能が低下してきている状態にあります。森林を含めた緑の果たす役割の重要性を森林所有者
や市民などに啓もうし、協働による緑の保全や整備への取組を進める必要があります。
　国土の保全、水源涵

かん
養
よう※1、地球の温暖化の防止などの森林が有する公益的機能を発揮させるためにも、高

樹齢の人工林の主伐※2や更新が必要な状況であることから、森林経営計画※3に基づいた整備を実施する必要
があります。
　森林環境譲与税※4の創設に伴い、森林所有者への制度の周知や所有者の探索、森林経営管理に関する意向
調査等を進めていき、適正な森林整備を図る必要があります。
　輪厚川の河川敷は、市民と行政が共に管理することにより、川に親しむ空間として定着しています。小さ
な子どもでも安心して川遊びができるような憩いの場として、親水空間の機能が損なわれないよう保全して
いく必要があります。
　東の里遊水地利活用計画の実現に向けた施設整備を推進する必要があります。
　公園等里親制度により、公園の清掃・草刈・冬囲い等の維持管理業務を地域住民の手で実施していますが、
今後の更なる人口減少や高齢化が進むにつれて、担い手不足が見込まれることから、公園の最適な維持管理
方法等について検討していく必要があります。また、公園の整備については、地域コミュニティ※5やにぎわ
い創出の場としての先進的な取組事例等を調査研究し、効果的な手法等を検討していく必要があります。

基 本 的 方 向

■�緑のまちづくり条例やまちづくり指針に基づき、開発事業者に対し指導を行いながら、緑
と調和したまちづくりを進めます。

■自然や緑を大切にする心を育むため、市民協働による緑化推進を図ります。

■森林整備計画※6に基づく森林経営計画※3に沿って市有林の整備を図ります。

■�私有林所有者の理解と協力を得ながら、緑の保全と緑化の推進を図るとともに、森林環境譲
与税※4を有効に活用し、森林整備の促進を図ります。

■市民と行政が協働して河川環境を守り、潤いのある水辺空間の保全を図ります。

■�市民が安全に安心して利用できる憩いの場としての公園の整備を市民と協働で進めるとと
もに、民間事業者と連携した整備手法等の検討を進め、魅力ある公園づくりを推進します。

※1　水源涵養：
洪水を緩和させる、流量を安定させる、水質を浄化するなど、森林の持つ水資源を保全する働き。

※2　主伐：
木を収穫し、木材としての利用を目的とした伐採や、次の世代の樹木の更新を伴う伐採。
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施 　　　策

1　緑化の推進 （SDGs：15）
●緑の基本計画に基づき、市民・事業者・行政が連携して緑化活動を推進します。
●�緑の果たす役割の重要性を伝えるため、緑の募金活動を通じて市民への意識付けや啓発を行うとと
もに、花いっぱい運動等の支援を図ります。
●�森林整備計画※6に基づく森林経営計画※3に沿って市有林の間伐※7等の整備を実施し、健全な森林の
形成を図ります。
●森林環境譲与税※4を有効に活用し、私有林の適正な管理の促進を図ります。

2　親水空間の保全　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　
●市民との協働により、輪厚川の河川敷地の自然環境と景観の保全を図ります。
●市民が川に親しむ憩いの場としての親水空間の活用を図ります。
●�東の里遊水地の有効活用を図るため、東の里遊水地利活用計画に基づき、市民の交流の場として親
しみやすい施設整備を進めます。

3　公園の整備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　
●公園の計画的な改築更新を行い、市民が安全・安心に利用できる憩いの場を提供します。
●公園の最適な維持管理を行い、市民サービスの向上を図ります。
●魅力ある公園づくりを推進するため、PFI※8等の民間事業者と連携した公園の整備を検討します。

成果指標 現状値 目標値

「公園・緑地の充実したまち並みの形成」の満足度 85.2%（H30年度） 90.0%

「森林や川など自然環境の保全」の満足度 84.0%（H30年度） 85.0%

※3　森林経営計画：
森林所有者等が作成する伐採、造林、間伐などの森林施業についての計画。

※4　森林環境譲与税：
適切な森林の整備等を進めるために、国から市町村や都道府県に対して譲与されるもの。私有林人工林面積、林業就業者数及び人口による客観的な
基準を基に算出され、令和元年度（2019年度）から譲与が開始された。

※5　コミュニティ：
地域社会や共同体。人々が共通の意識をもって生活を営む地域又は集団など。

※6　森林整備計画：
森林法に基づいて市町村が作成する計画。地域の実情に合わせた森林づくりと適正な森林整備の推進を目的としており、市町村の森林づくりの方向
性や伐採、造林、間伐など森林施業の標準的な方法が示されている。

※7　間伐：
育成段階にある森林において樹木の混み具合に応じて、育成する樹木の一部を伐採（間引き）し、残存木の成長を促進する作業。

※8　PFI：
英語のPrivate�Finance�Initiativeの略。公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用し、効率的かつ効果
的な公共サービスの提供を図るという手法。
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東の里の田園風景
�
　本市の東側には、農地が集積し、稲作、野菜生産、酪農・
畜産が行われており、北海道らしい田園風景が広がっている
ため、サイクリングにも最適です。
　一方で市内には、6つの工業団地を中心に約300社の企業が
立地しているほか、大型商業施設や農業体験施設などもあり、
市内各地において活力みなぎる産業活動が展開されています。
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■第１節　農業の振興

■第２節　工業の振興・企業誘致

■第３節　商業の振興

■第４節　雇用と就業環境の充実

■第５節　観光の振興・シティセールスの推進

■第６節　交流・多文化共生の推進
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第１節　農業の振興

現 況 と 課 題

　本市の認定農業者※1数は、令和元年(2019年)12月現在で55人となっており、42%が65歳以上
となっています。高齢化や後継者不足等による減少が予測されることから、農地中間管理機構※2等を
活用しながら、担い手への効率的な農地集積を進めるとともに、農業を若者にとって魅力ある産業と
して育成し、経営の安定と競争力の強化を図る必要があります。
　優良農地として耕作されている農地及び関連施設は、持続性のある食料生産の基盤として、引き続
き生産者や関係機関と共に維持保全していく必要があります。農地の耕作放棄地化を防ぐためにも、
関係機関と連携した担い手の育成と農地の集約、経営体の法人化などを進めていく必要があります。
　市民農園や産地直売型農業、観光農園などの地域資源を活用し、都市住民との交流の場を広げるこ
とが求められています。
　エゾシカなどの有害鳥獣による農作物への被害が拡大していることから、被害対策の強化が求めら
れています。
　道央農業協同組合により、営農・生産・販売等の各種事業が多様に展開されており、今後も関係機
関との連携を密にして広域的な農業振興に取り組む必要があります。

基 本 的 方 向

■担い手や後継者を育成・確保し、農業者の経営体質の強化を図ります。

■�経営基盤となる優良農地の確保を図るとともに、農業関連施設機能の維持増進や農業災害
の防止対策などを推進し、農業生産の安定に向けて支援します。

■�観光農園や農産物の直売、市民農園などのグリーン・ツーリズム※3を進め、都市と農村の
交流を推進します。また、都市住民の需要に即した農業生産の振興を図ります。

■観光や教育、環境、福祉など他の分野と関連させ、多方面からの農業振興を図ります。

■�関係機関、団体との連携を密にして公益財団法人道央農業振興公社による広域的な農業振
興の取組を進めます。

■エゾシカやアライグマなどの有害鳥獣による農作物への被害防止を図ります。

※1　認定農業者：
次の基準を満たす「農業経営改善計画」を市に提出し、認定を受けた農業者のこと。
基準①目標年間農業所得440万円以上　基準②目標年間労働時間1,800～2,000時間

※2　農地中間管理機構：
「高齢化」や「後継者不足」などで耕作を続けることが難しくなった農地を借り受け、認定農業者等の担い手に貸し付ける公的機関。

※3　グリーン・ツーリズム：
農山漁村地域などにおいて、農林漁業体験や地域の自然や文化に触れ、人々との交流を楽しむ滞在型の余暇活動。

※4　農泊：
農山漁村において日本ならではの伝統的な生活体験と農村地域の人々との交流を楽しむ滞在(農山漁村滞在型旅行)。農家民宿だけでなく、古民家を
活用した宿泊施設など、旅行者のニーズに合った多様な宿泊手段により農山漁村に滞在し魅力を味わってもらうこと。
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施 　　　策

1　担い手の育成　 （SDGs：2）
●経営規模の拡大等に対応できるよう経営体の法人化、省力化、低コスト化などを推進します。
●�公益財団法人道央農業振興公社や農業関係の教育研究機関と連携し、担い手の育成・確保を図ります。
●新規就農者の経営安定、定着化を実現するための支援を行います。
●�農泊※4や農家レストランの経営などの起業活動、農産物直売所など販売の多角化、6次産業化※5に
よる農産物の高付加価値化の取組への支援を行います。
●ICT※6やロボット技術などの先端技術を用いたスマート農業※7の導入促進を図ります。

2　農地の利用・保全　 （SDGs：2）
●農業者の経営基盤である優良農地や関連施設の維持保全を促進し、経営の安定化を図ります。
●農地情報システム※8等を活用し、効率的な農作業ができる広域的で面的な集積を推進します。
●耕作放棄地の解消に向け関係機関と協議し、農地の再生と有効利用を図ります。
●農業関連施設を健全に維持するため、関係機関と共に保全管理を行います。

3　都市住民との交流
●�農業体験や農村地域の自然体験などのコンテンツを創出することにより、グリーン・ツーリズム※3

を推進し、都市住民との交流促進を図ります。
●食農教室の実施や消費者と生産者の交流を深めるなど、地産地消の取組を推進します。

4　生産・流通の振興
●道央農業協同組合等と連携し、生産・流通や経営基盤の安定化など広域的な農業振興を図ります。
●生産組織等と連携し、生産技術の向上や経営体質の強化を図ります。
●自然環境との調和に配慮した安全・安心で品質の高い農産物を生産するクリーン農業を促進します。
●�エゾシカやアライグマなどの有害鳥獣による農作物被害を防ぐため、有害鳥獣被害対策を推進します。

成果指標 現状値 目標値
「活気ある農業の振興」の満足度 65.9％(Ｈ30年度) 70.0％

認定農業者※1の新規認定数 － 5人

農業の担い手への農用地の利用集積率 62.7％(Ｒ2年3月末) 95.0％

※5　6次産業化：
1次産業としての農林漁業と、2次産業としての製造業、3次産業とし
ての小売業等の事業との総合的かつ一体的な推進を図り、農山漁村の
豊かな地域資源を活用した新たな付加価値を生み出す取組。(1次産業
+2次産業+3次産業＝6次産業)

※6　ICT：
情報通信技術(Information�and�Communication�Technology)の略
称。コンピュータや情報通信ネットワークなどの情報コミュニケーション
技術のこと。

※7　スマート農業：
ロボット技術やICTを活用して省力化や高品質生産を実現する新たな
農業。例えば、自動運転トラクター等(田植え、耕起、収穫など)、水
田センサー(水田の水位、水温など確認するためのもの)、農業用ドロー
ン(農薬や肥料の散布、圃場の測量、生育状況の把握)など。

※8　農地情報システム：
農地台帳(所有者・借受者の氏名、地域区分等)をシステムに取り込み、
農地台帳の情報を地図情報として地番図及び航空写真に反映するシステ
ムのこと。
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第２節　工業の振興・企業誘致

現 況 と 課 題

　市内には、工業団地を中心に約300社の企業が立地しており、中でも大曲地区の工業団地において
は、道内主要新聞の印刷工場が集中する拠点となっています。また、平成24年(2012年)に分譲を開
始した北広島輪厚工業団地は、道内外の多くの企業への分譲が進み、今後も新たな工業団地開発の可
能性など発展が期待されます。
　一方、企業が活動を続けていくためには、生産性の向上や新たなものづくり、技術革新への取組に
加え、将来を担う人材の確保が重要であり、技術力の向上や資格の取得など、人材の育成がますます
重要となっています。本市の経済活動を更に活性化し、工業を振興していくためには、市内企業間の
交流や連携の強化による情報の共有化などが求められています。また、企業誘致に関する優遇措置の
充実や道内有数の地理的優位性を生かし、輪厚工業団地や民間企業が所有する産業用分譲地について、
誘致活動や立地希望企業の紹介などの支援を引き続き実施する必要があります。
　令和5年(2023年)のボールパーク開業に伴い、市内全域へその効果が波及するよう市内企業や関
係事業者等と連携していく必要があります。
　今後、5G(第5世代移動通信システム)※1が実用化され、情報通信業界をはじめ、自動車や医療な
ど各分野において飛躍的な技術発展が予想されます。情報通信事業等の分野は、工業団地のようなま
とまった土地がなくても事業運営が可能であることや空き家の利用や子育て世代の定住促進など持続
可能なまちづくりにも寄与することから、これらの分野についても誘致に向け、関係機関と連携して
いく必要があります。

基 本 的 方 向

■企業が実施する人材育成への支援等により、地元企業の経営基盤の強化を図ります。

■�技術力の向上や市内企業間における人・物・技術の交流の促進、地域と一体となった企業
活動などに対する支援を強化し、市内企業による経済活動の活性化を推進します。

■�活力のある都市の発展につなげるため、札幌都市圏に位置する地理的優位性を生かした積
極的な企業誘致を推進するとともに、新たな工業団地開発の可能性について検討します。

■�情報通信事業等の分野も含めた企業の誘致により、経済の活性化や雇用の場の確保を推進
します。

※1　5G(ファイブジー)(第5世代移動通信システム)：
英語の5th�Generationの略。携帯電話やスマートフォンなどの通信に用いられる次世代の通信規格であり、高速なモバイル通信が可能。
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施 　　　策

1　工業団体や各地域工業の支援・連携 （SDGs：8、9）
●�市内企業の活性化と工業の振興を図るため、市内立地企業で構成する団体が行う地域活動等を支援
します。
●市内企業の生産性向上や新たなものづくり、技術革新を支援し、経営基盤の強化を図ります。
●市内に立地する企業を市民に紹介する機会を増やし、地域に根ざした企業づくりを促進します。

2　地元企業の産業振興 （SDGs：8、9）
●�人材の育成・確保を推進し、資質・能力・技術力の向上を図るため、能力開発セミナーや高度な技
術取得のための人材派遣や研修など、企業が実施する人材育成事業を支援します。

3　企業誘致の推進 （SDGs：8、9）
●�地域経済の活性化や雇用創出の場の確保など活力あるまちづくりを進めるため、市内に進出した企
業に対する支援を推進します。
●�札幌都市圏に位置する地理的優位性を生かし、積極的な企業誘致を推進するとともに、新たな工業
団地開発の可能性について検討します。
●�民間企業所有の産業用分譲地の販売について、誘致活動で得た情報の提供や民間企業の販売手法を
取り入れるなど、協働した企業誘致活動を展開します。

4　新たな産業集積の推進 （SDGs：8、9）
●情報通信事業等の分野においても企業の誘致を図り、新たな産業集積を推進します。
●�ボールパークの開業等に伴う経済効果等が広くまちづくりに波及するよう各種企業等との連携を推進
します。

成果指標 現状値 目標値

「地域の経済をけん引する企業の集積」の満足度 56.6％(Ｈ30年度) 70.0％

「企業誘致や産業育成などによる市内産業の拡大」の満足度 60.3％(Ｈ30年度) 70.0％
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第３節　商業の振興

現 況 と 課 題

　本市の事業所数は、平成21年(2009年)から平成26年(2014年)までにかけて約180事業所の増
加となっており、ボールパークの開業予定に伴い、特に東部地区における創業や新規事業展開等によ
る増加傾向が見受けられ、また、商工会の会員増加の動きも見られます。
　本市の商業販売額は、大曲地区の大型店舗の集積の影響もあり、平成19年(2007年)の1,366億
円から平成28年(2016年)の2,184億円で約1.6倍に増加しており、購買力流入出率※1は平成26年
(2014年)から1倍を超え流入傾向に転じています。
　平成30年(2018年)市民意識調査において、住みにくい理由として「買物や娯楽の場所が少ない」が
2番目に多く、平成20年(2008年)調査より6.3ポイント増加しています。また、大曲地区以外の4
地区においては、「満足度が低く、重要度が高いもの」として、「日常の買い物環境の充実」「品揃えの
豊富な小売店の充実」が挙げられていることなどから、事業所数、商業販売額の増加、購買力流入の
好傾向に対し、市民の「買い物環境」への満足度は、低い傾向にあり、市内商業の認知度向上や地域住
民による消費拡大を図る必要があります。
　令和5年(2023年)のボールパーク開業に伴い、市内全域へその効果が波及するよう市内事業者や
関係機関等と連携していく必要があります。

基 本 的 方 向

■事業者の経営安定と基盤強化を促進します。

■商業団体や各地域が持つ特性を生かした商業振興を推進します。

■創業支援により、地域経済の活性化を図ります。

■�日常における買い物環境の向上を図るとともに、市内での消費拡大に向けた取組を推進し
ます。

■事業者の魅力創出と情報発信により、消費者とのつながりの形成を促進します。

※1　購買力流入出率：
市町村における購買力の流入・流出状況を表す指標であり、1より大きければ購買力が流入傾向、1より小さければ購買力が流出傾向にあることを示す。
例として、0.70であれば地域の購買力の3割が市外へ流出していることとなる。
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1　商業団体や各地域商業の支援・連携 （SDGs：8）
●�商工会や各地域商店街を支援するとともに連携協力し、消費者ニーズに即した魅力ある商業の振興
を図ります。

2　創業支援と経営安定 （SDGs：8）
●創業支援により新たな事業を創出するとともに地域への定着を図ります。
●�経営・金融・税務・経理・労務・IT化・事業承継等の事業者が持つ様々な課題に対応できるよう支援し、
事業者の経営安定と基盤強化を図ります。

3　買い物環境の維持確保 （SDGs：8）
●�食料品等の日常における買い物環境の向上を推進するとともに、市民の市内消費の促進と消費拡大
を図ります。

4　地域への商業情報発信とつながり形成 （SDGs：8）
●�事業者と消費者とのつながりを形成し、地域内での消費を促進するため、事業者の取組内容を把握
し、情報の発信と魅力の創出を図ります。
●市内に立地する事業者を市民に紹介する機会を増やし、地域に根ざした事業者づくりを促進します。

成果指標 現状値 目標値

「日常の買い物環境の充実」の満足度 59.6％(Ｈ30年度) 70.0％

「品揃えの豊富な小売店の充実」の満足度 55.4％(Ｈ30年度) 70.0％

市内の食料品店
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第４節　雇用と就業環境の充実

現 況 と 課 題

　新型コロナウイルス感染症の拡大前は、国内景気の回復や少子高齢化の進展等により、全国的に有
効求人倍率が上昇していました。雇用確保が企業の大きな課題となっていますが、求人企業と求職者
との職種や業種のミスマッチ等が人手不足の要因の1つであることから、今後は、学生や高齢者、そ
の他の求職者等に広く市内企業の情報発信を行い、様々な職業についての情報を提供する必要があり
ます。
　今後も少子高齢化による生産年齢人口の減少が更に進むものと予想されることから、多様な働き手
が生き生きと働くことができる環境の構築が重要です。
　出入国管理及び難民認定法(通称「入管法」)の改正により、平成31年(2019年)4月以降、新たな外
国人在留資格が認められました。今後、市内における外国人労働者の増加が見込まれることから、外
国人の就業状況等の把握に努めるとともに、就業環境の整備等に関する支援について、検討する必要
があります。
　道内における新規学卒者の離職率が全国平均と比べて高いことから、その理由について分析すると
ともに、職場定着への支援を検討していく必要があります。

基 本 的 方 向

■市内企業と求職者をつなぐ取組を推進します。

■�多様な働き手の就業機会の確保・拡大や求職者への求人情報の提供や職業相談を実施し
ます。

■働く人たちが、安心して働くことができる環境の構築に向けた取組を推進します。

■�外国人労働者の就業状況等の把握を図るとともに、就業環境の整備等に関する支援につい
て検討します。
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1　雇用機会の拡大 （SDGs：8、9）
●�学生や求職者等に市内企業の情報を幅広く発信し、様々な業種や職種への理解を深めるための取組
を推進します。
●�市内企業等による雇用の確保と市民の就業を促進するため、関係機関との連携を図りながら職業相
談や求人情報の提供を行います。

2　多様な働き手への就業支援 （SDGs：8、9）
●�シルバー人材センターの運営や受注機会確保への支援により、高齢者等の就業機会の拡大を図り
ます。
●�女性や障がい者など働くことに不安を抱えている方や、元気な高齢者が生き生きと働くことができ
るよう、就業支援を推進します。

3　就業環境の充実 （SDGs：8、9）
●�若者から高齢者まで幅広い労働者が協力し合い、安心して生き生きと働くことができる環境を構築
するための取組を推進します。
●若年層の離職状況を把握し、離職防止に向けた取組について検討します。
●外国人労働者の就業状況等の把握を図り、就業環境の整備等に関する支援について検討します。

成果指標 現状値 目標値

「安定した雇用の場の確保」の満足度 52.3％(Ｈ30年度) 70.0％

ジョブガイド北広島
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第５節　観光の振興・シティセールスの推進

現 況 と 課 題

　本市の人口は、平成19年度(2007年度)の61,199人をピークに減少局面に入り、今後も人口減少
が避けられないという状況を市民と共有しつつも、人口増加に向けた取組を推進する必要があります。
まちの魅力を再認識し、市民はもとより市外や道外にも本市の魅力を発信していくシティセールス※1、
シティプロモーションの体制づくりが重要であり、総合的な取組体制が必要となっています。
　本市の観光客の入込客数は、平成30年度(2018年度)で約128万人となっており、新型コロナ
ウイルス感染症の拡大前は、増加傾向にありました。大型商業施設等には、年間1,000万人以上が
来訪しています。令和5年(2023年)には、ボールパークの開業が予定されていることから、今後、
国内外の観光客の更なる増加が予想され、訪日外国人旅行者にも対応した受入環境を整備する必要
があります。
　年間約40万人が訪れているゴルフ場、サイクリングロード(エルフィンロード)、国指定史跡旧島
松駅逓所などの既存の地域資源、グリーン・ツーリズム※2や農泊※3の取組のほか、ボールパークなど
の新たな資源を活用した特色あるツーリズムなどの推進について、施策を検討する必要があります。

基 本 的 方 向

■�地域資源を生かした魅力ある観光地域づくりとともに、魅力ある人づくりを進め、観光客
の多様化・高度化するニーズへの対応を図ります。

■訪日外国人旅行者にも対応した受入環境の整備・改善を図ります。

■�本市の地域特性を生かした都市型観光※4を推進するとともに、市民、来訪者に多様な楽し
みを提供していくために、近隣自治体等と連携した取組を進めます。

■�ボールパーク構想※5がもたらす価値や魅力を生かし、国際的に質が高く、市民が誇れる新
たな地域ブランドを創造します。

■地域資源、まちの魅力を市内外に発信するシティセールス※1を推進します。

※1　シティセールス：
都市の魅力や個性を発掘・育成し、発信することにより、都市のイメージやブランド力を向上する取組。

※2　グリーン・ツーリズム：
農山漁村地域などにおいて、農林漁業体験や地域の自然や文化に触れ、人々との交流を楽しむ滞在型の余暇活動。

※3　農泊：
農山漁村において日本ならではの伝統的な生活体験と農村地域の人々との交流を楽しむ滞在(農山漁村滞在型旅行)。農家民宿だけでなく、古民家を
活用した宿泊施設など、旅行者のニーズに合った多様な宿泊手段により農山漁村に滞在し魅力を味わってもらうこと。
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1　観光資源や地域人材の発掘・活用 （SDGs：8）
●�地域にある観光資源の発掘と活用を図るとともに、観光ガイド等ができる地域人材の発掘と育成を
推進します。
●交流人口の増加につながるイベントなどの誘致活動等を推進します。
●観光地域づくりを推進するため、観光協会を支援します。

2　観光客の受入環境の整備 （SDGs：8）
●観光客が安心して快適に滞在、交流、体験を楽しめるように環境の整備を図ります。
●�訪日外国人旅行者と市民の交流から多様な観光活動の創出を促進するため、国際化に向けた市民の
意識の醸成を図ります。

3　観光コンテンツの創造とプロモーションの推進 （SDGs：8）
●�ボールパーク、サイクリングロード、国指定史跡旧島松駅逓所などの地域資源を活用した各種ツー
リズム等を推進し、健康や教育分野など、本市の特徴となる観光振興を展開します。
●�観光コンテンツの積極的な周知を図るとともに、多様な来訪ニーズに対応した観光施策を推進し
ます。
●�近隣市町村や関係機関と広域的に連携した観光コンテンツを創造し、効果的なプロモーションを展
開します。

4　シティセールスの推進 （SDGs：8）
●住みよいまち・訪れたいまち・選ばれるまちをめざし、全国に向けたシティセールス※1を推進します。
●�本市が持つ地域資源や特徴、ボールパーク構想※5がもたらす価値や魅力などを生かしたまちのPR
を推進します。

成果指標 現状値 目標値

「地域資源を有効に活用した観光産業の振興」の満足度 50.9％(Ｈ30年度) 70.0％

観光入込客数 123万人(Ｒ元年度計) 270万人

※4　都市型観光：
都市部である本市の個性や魅力を発揮しながら交流・集客を促進し、地域資源や集客施設なども生かす観光のかたち。

※5　ボールパーク構想：
官民連携プロジェクトとして、新球場を核としたボールパークを整備することで、まちづくりの様々な分野に波及効果を生み出し、持続可能な都市
経営と地域課題の解決を図る構想。
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第６節　交流・多文化共生の推進

現 況 と 課 題

　令和5年(2023年)に開業予定のボールパークに対する市内外からの注目度は高く、ボールパーク
構想※1等を通した交流をきっかけとして、本市と関わりを持つ「関係人口※2」、来市される「交流人口」、
居住する「定住人口」の全ての拡大に向けた好機であることから、各種取組を様々な関係団体と連携し
て推進する必要があります。
　姉妹都市である広島県東広島市とは、祭りやイベント時の相互訪問や子ども大使として小・中学生
を相互に派遣するなど、様々な交流を行っています。このような交流を土台にしながら、更なる友好
親善を深めるためにも市民レベルでの交流に広げていく必要があります。
　市民による国際交流団体の活動やホームステイの受入れなどが行われており、市民生活の場におけ
る国際化が着実に進行しています。国際化が進展する中で、地域や個人レベルでの国際理解と国際交
流を更に促進していく必要があります。
　国では、外国人労働者の受入れ拡大を推進していることから、本市に暮らす外国人も増加が見込ま
れます。今後は、多文化共生社会の実現に向けて、教育、福祉、雇用分野など様々な行政サービスの
提供方法等について、検討する必要があります。

基 本 的 方 向

■市内外との交流の入口を増やし、関係人口※2の創出・拡大を図ります。

■教育文化、スポーツ、経済など多方面にわたる姉妹都市との交流を推進します。

■国際感覚豊かな人材を育成するため、国際理解と国際交流を促進します。

■外国人住民の生活実態等の状況把握を進め、多文化共生の推進を図ります。

※1　ボールパーク構想：
官民連携プロジェクトとして、新球場を核としたボールパークを整備することで、まちづくりの様々な分野に波及効果を生み出し、持続可能な都市
経営と地域課題の解決を図る構想。

※2　関係人口：
移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口」でもない、地域や地域の人々と継続的に多様な形で関わる人々のこと。
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1　関係人口の創出・拡大
●�ふるさと納税やボールパーク構想※1等をきっかけとした本市を応援してもらえるような取組を推進
することにより、関係人口※2の創出・拡大を図ります。

●�本市とゆかりのある市外在住者に対しても、東京北広島会※3等を通して、本市の地域活性化や地域
課題の解決に関し、継続的に本市と関わる機会の充実を図ります。

2　姉妹都市交流事業の推進
●�姉妹都市交流を通じて、相互理解と連携意識が浸透していくよう、市民レベルでの交流を促進しま
す。
●�東広島市と本市の祭りやイベントに相互訪問することで、行政機関の交流や地域の特性を生かした
教育文化、スポーツ、経済など幅広い交流を推進し、ふるさと意識の醸成を図ります。

3　国際交流の推進
●�国際感覚豊かな人材を育成するため、国際交流協議会※4との連携により国際交流の推進と国際理解
を深める各種機会の提供を図ります。
●カナダ・サスカツーン市等との国際交流を推進します。

4　多文化共生の推進 （SDGs：8、10）
●�本市における外国人住民の生活実態等の把握を進めるとともに、住居、福祉、衛生、労働、教育な
どに関する支援について検討します。

成果指標 現状値 目標値

「国際交流の推進」の満足度 52.3％(Ｈ30年度) 70.0％

本市を応援している人数
（本市のSNS※5登録者数＋ふるさと納税年間延べ寄附人数
＋東京北広島会※3会員数）

8,994人(Ｒ元年度) 45,000人

※3　東京北広島会：
首都圏に居住する本市にゆかりのある方々が中心に集い、平成29年(2017年)12月に発足。会員相互の親睦を図るとともに、まちづくりの様々な分
野における首都圏との幅広い人脈やネットワークを活用し、本市の発展に寄与することを目的とする。

※4　国際交流協議会：
地域に根ざした国際交流事業を推進し、市民レベルの異文化に対する理解などを通してまちづくりに寄与することを目的とする市民団体。現在は、
平成3年(1991年)から続くカナダ・サスカツーン市との高校生の相互派遣を中心に活動。

※5　SNS：
英語のSocial�Networking�Serviceの略。人と人との社会的なつながりを促進する様々な機能を提供する会員制のオンラインサービス。
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ボールパーク内の新球場
 (完成イメージ図)

�
　令和5年(2023年)に開業予定のボールパーク内の新球場です。官民連携で整備する
ことにより、まちづくりの様々な分野に波及効果を生み出し、地域課題の解決と持続
可能な都市経営を推進していきます。
　新球場は、開閉式の屋根を備え、約3万5千人の観客を収容できます。レストラン
で食事をしながらの野球観戦のほか、天然温泉に入りながらの観戦もできます。また、
災害発生時の防災拠点としての機能も備えています。
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■第１節　市民参加・協働の推進

■第２節　産学官連携の推進

■第３節　行財政運営の推進
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第１節　市民参加・協働の推進

現 況 と 課 題

　市民ニーズが多様化し、少子高齢化が進展する中、個性豊かで活力のある地域社会を形成するため、
必要な情報を市民と行政が共有するとともに、伝統、文化、個性などの地域資源を生かしたまちづく
りを推進することが求められています。
　本市では、平成21年(2009年)に市民参加条例を制定し、市民参加の推進に向けた取組を行ってき
ましたが、社会状況の変化に対応した新たな市民参加手法、市民への効果的な情報提供の手段などに
ついて検討する必要があります。
　地域課題や市民ニーズが多様化する中、きめ細かなサービスの提供には、市内で活動する公益活動
団体※1と共に事業に取り組む市民協働の推進が重要です。
　市民協働の推進に向けては、市内で活動する公益活動団体※1の育成や活動に対しての支援方法につ
いて検討する必要があります。
　自治会・町内会のほか、地区防犯協会なども含めた地域コミュニティ※2団体は、地域に共通する様々
な課題を皆で協力しながら、快適なまちづくりをめざして自主的に活動していますが、未加入者の増
加や高齢化の進行などにより、団体構成員の減少や役員等の担い手不足などの課題が生じていること
から、持続可能な組織運営や活動の活性化に向けた支援を講じていく必要があります。
　身近な地域コミュニティ※2の活動拠点として利用されている地区住民センターや住民集会所では、
施設の老朽化が進んでいますが、今後、更なる人口の減少が見込まれていることから、再編や長寿命
化等について検討していく必要があります。

基 本 的 方 向

■市民の意向が市政に反映される市民自治によるまちづくりを推進します。

■公益活動団体※1の自立性・自主性を尊重しつつ、公益活動の推進に向けた支援を行います。

■市民が主体となった公益活動団体※1�(NPO※3、公益法人など)との協働を推進します。

■�にぎわいや活力のあるまちをめざして、自治会・町内会等の活動を支援するとともに、地
域住民の活動拠点となる地区住民センターや住民集会所の環境整備を進め、地域コミュニ
ティ※2の醸成を図ります。

※1　公益活動団体：
営利を目的としない公共の福祉の増進に資する活動を行う団体。

※2　コミュニティ：
地域社会や共同体。人々が共通の意識をもって生活を営む地域又は集団など。

※3　NPO：
英語のNon-Profit�Organization�の略。営利を目的としない民間組織。
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施 　　　策

1　市民参加の推進 （SDGs：16、17）
●市民参加に対する市民の理解と関心を高めるための啓発活動を推進します。
●�市民参加推進会議※4での審議内容等を踏まえ、効果的な市民参加のタイミングや手法、情報提供の
手段などについて検討し、若年層を含めた市民が積極的に市政に参加できる機会の創出を図ります。

2　協働の推進 （SDGs：16、17）
●�公益活動団体※1の専門性などを生かした協働事業の提案を募集し、行政だけで対応することが困難
な取組を協働して行うことで、市民ニーズに対応したきめ細かな公共サービスの提供を図ります。
●�公益活動団体※1が自主的に行う公益的な活動に対して補助金を交付するなど、地域資源を生かした
特色あるまちづくり活動に対し支援を行うことにより、公益活動の活性化を図り、団体の自立的な
発展を促進します。
●�NPO※3法人の設立に向けた認証手続等について支援を行うなど、公益活動団体※1の育成や持続可
能な運営に対する支援方法の検討を進めます。

3　地域コミュニティの推進 （SDGs：16、17）
●�地域コミュニティ※2の醸成を図るため、自治会・町内会等の維持に向けた加入促進やガイドブック
等の活動ツールの充実、運営費の一部助成など、持続可能な団体運営や活動の活性化に向けた支援
を推進します。
●�地区住民センター及び住民集会所は、身近な地域コミュニティ※2活動の拠点として利用しやすい施
設となるよう、備品も含めて施設の更新、再編や長寿命化を計画的に推進します。
●�西の里地区における公共施設について、児童館※5や市役所出張所機能等を有した複合施設への建て
替えに関し、既存施設との機能分担も含めて検討します。

成果指標 現状値 目標値

「市民の意見の収集と市政への反映」の満足度 55.3％(Ｈ30年度) 70.0％

「自主的な市民活動の充実」の満足度 63.6％(Ｈ30年度) 70.0％

「市民、企業、行政、各種団体との協働によるまちづくり
の推進」の満足度 60.4％(Ｈ30年度) 70.0％

「町内会・自治会による地域活動の充実」の満足度 71.9％(Ｈ30年度) 75.0%

※4　市民参加推進会議：
市民参加を推進し、市民参加の制度の実効性を確保するために設置する審議会。

※5　児童館：
児童の遊びを通じて健康の増進や親子活動などにより情操を豊かにすることを目的とした児童厚生施設。
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第２節　産学官連携の推進

現 況 と 課 題

　市民ニーズが多様化する中、様々な分野において、国、北海道、他市町村等との交流や連携を図る
ほか、共通した行政課題への対応に向け、連携中枢都市圏※1や道央廃棄物処理組合などと連携した取
組を進めることや、官民データ活用推進基本法を踏まえたオープンデータ※2の公開やビッグデータ※3

の活用を含め、民間事業者等のノウハウを活用した取組などを推進する必要があります。
　北海道の新たなシンボルとなるボールパークを通じ、道内各地の活性化を実現するため、近隣市町
村、関係機関、民間事業者等との連携に取り組んでいます。これらの連携を生かし、観光やスポーツ
振興など北海道の魅力向上につながる取組を推進する必要があります。
　大学等との連携は、人材の育成・確保、大学生等の本市への愛着の醸成、地域の活性化や課題解決、
大学等が有する知識や発想のまちづくりへの反映など、市民サービスの向上につながることが期待さ
れます。
　本市では、これまで、大学等の有する英知や人材をまちづくりに生かすため、星槎道都大学や北海
学園大学との連携協定の締結、各種附属機関や委員会への教職員等の参画など各大学等との連携を深
めてきました。今後も引き続き大学等との連携を深めながら、地域イベントの企画運営や多様な地域
活動への大学生等の参加を促し、市民との交流を深めるとともに、地域の活性化に寄与する連携を進
めていく必要があります。

基 本 的 方 向

■�経済、観光、防災、環境、福祉などの各種分野において、広域的な連携を図り、共通する
行政課題等に効率的に取り組むとともに、広域的な成長・発展を推進します。

■�市民サービスの向上等を図るため、民間事業者等と連携し、民間活力を生かしたまちづく
りや行政運営を推進します。

■�大学等の持つ人材や英知を生涯学習やまちづくりに生かし、地域の活性化を図るため、大
学等との連携・協力を進めます。

※1　連携中枢都市圏：
地方圏において、相当の規模と中核性を備える圏域の中心都市が、近隣の市町村との連携協約に基づいて、人口減少・少子高齢社会においても一定
の圏域人口を有し活力ある社会経済を維持するために形成する圏域。本市は、平成31年(2019年)3月に札幌市と連携協約を締結し、11市町村で構
成される「さっぽろ連携中枢都市圏」に属している。

※2　オープンデータ：
二次利用が可能な形式及び条件で公開するデータのこと。行政機関は、官民データ活用推進基本法に基づくオープンデータの公開が求められている。
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施 　　　策

1　広域連携・官民連携の推進 （SDGs：17）
●�国、北海道、他市町村等との人的交流、連携を進めるほか、各自治体が抱える共通の課題に対応す
るため、連携中枢都市圏※1やオール北海道ボールパーク連携協議会※4などの広域連携を図り、各自
治体や各地域、団体、企業等の特色や強み、資源等を生かし、広域的に成長・発展していく取組を
推進します。
●�市民サービスの向上や行政運営の効率化などを図るため、先端技術等のノウハウを有する民間事業
者等との連携を進めます。
●�官民データ活用推進基本法の理念に則り、オープンデータ※2の公開を推進します。

2　大学等との連携 （SDGs：17）
●�大学等が有する専門知識や先端技術、大学生等の若さ溢れる自由な発想や積極性を生かしたまちづ
くりを推進するため、大学等との連携・協力を進めます。
●�包括連携協定を締結する星槎道都大学や北海学園大学による市民への生涯学習機会の提供や学生と
地域住民との交流などを通して、地域社会の発展や人材の育成など相互の資源を活用した連携を進
めます。

成果指標 現状値 目標値

「他市町村との交流による広域連携の推進」の満足度 55.1％(Ｈ30年度) 70.0％

「市、地域、大学が連携した活動の充実」の満足度 58.6％(Ｈ30年度) 70.0％

※3　ビッグデータ：
一般的なソフトウェアで扱うことが困難な、巨大で複雑なデータの集合のこと。市町村では、地域の特性や年齢層・弱者の分布等を解析し、政策に
生かすことに用いられる。

※4　オール北海道ボールパーク連携協議会：
ボールパークがもたらす価値と魅力を幅広く享受し、活用するために、近隣自治体や関係機関、事業者等で組織された協議会。
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第３節　行財政運営の推進

現 況 と 課 題

　令和元年(2019年)6月21日に閣議決定された「経済財政運営と改革の基本方針2019～『令和』新時代：『Society5.0※1』
への挑戦～」(骨太の方針2019)では、令和7年度(2025年度)の国・地方を合わせた基礎的財政収支の黒字化をめざすこ
ととしています。この中で、業務改革の成果を地方財政計画に反映するなどといった地方行財政改革が示されており、社
会経済情勢の急速な変化と相まって、地方財政を取り巻く環境は依然として不透明な状況にあります。
　本市においては、少子高齢化の進行に伴う社会保障関係費が増加傾向にあることや、過去に整備した公共施設やインフ
ラ施設の修繕・更新への対応が求められるなど、厳しい財政状況が想定されています。
　市の業務に関しては、一層の効率化や高度化が求められており、AI(人工知能)やRPA(ソフトウェアロボットによる作
業の自動化)などの先進的な技術の活用や国・地方公共団体間のネットワークを活用し、行政手続の電子化などによる市
民サービスの向上と行政運営の効率化などに取り組むことも重要となっています。
　市民と行政がパートナーシップによるまちづくりを進める上で、広報紙やホームページをはじめとした各種情報手段の
充実を図り、市民と情報共有できる体制づくりが求められています。また、市民と行政との共通理解を深め、協働による
まちづくりを進めるため、多様な市民要望を的確に把握することが重要となっています。
　複雑化する行政課題などに対応するためには、簡素で効率的な行政組織の整備を進めるとともに、政策形成能力や法務
能力などを備えた職員を育成するなど、職員研修の充実を図り、職員の資質や能力の向上に努めていく必要があります。

基 本 的 方 向

■効率的で効果的な行財政運営を推進し、市民サービスの向上を図ります。
■�多様な媒体を利用し、市民との情報共有を進めるとともに、市民と行政との共通理解を深めた協働に
よるまちづくりを進めるための広聴活動を推進します。

■高度な情報技術を活用した市民サービスにより、市民の利便性向上を図ります。
■�自主財源の確保を図りながら、限られた財源の効果的・効率的な配分により、市民ニーズや時代の要
請にあった市民サービスを安定的・持続的に提供することができる財政運営を行います。

■人口減少や高齢化社会を見据えた公共施設の適正配置等を進めます。
■�行政組織の見直し、職員数の適正化、行政課題に的確に対応できる職員の育成などを推進し、簡素で
効率的な行政組織を整備します。

※1　Society5.0(ソサエティ5.0)：
サイバー空間(仮想空間)とフィジカル空間(現実空間)を高度に融合させたシステ
ムにより、経済発展と社会的課題の解決を両立する人間中心の社会のこと。例えば、
大量な情報の中から必要な情報だけをAI(人工知能)が判別し、人間に提供するなど。

※2　SNS：
英語のSocial�Networking�Serviceの略。人と人との社会的なつな
がりを促進する様々な機能を提供する会員制のオンラインサービス。

※3　PDCAサイクル：
計画(Plan)→実行(Do)→評価(Check)→改善(Action)の4段階を繰
り返すことによって、業務などを継続的に改善すること。

※4　LGWAN(エルジーワン)：
インターネットを介さずに市町村間を結ぶ専用ネットワークのこと。

※5　マイナンバー制度：
国民一人一人に番号を割り振り、社会保障や税に関する情報を市町村
間で連携可能にする制度。

※6　クラウドファンディング：
群衆(crowd)と資金調達(funding)を組み合わせた造語で、インター
ネットを通じて不特定多数の人から資金を集める方法。

※7　サウンディング調査：
地方公共団体が民間事業者に意見や提案などを求め、民間事業者との対話を通
じ、市場性の有無や実現可能性の把握、民間事業者が有するアイデアの収集等
を行う調査。
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施 　　　策

1　市民サービスの充実 （SDGs：16、17）
●市民ニーズや時代の要請に対応した市民サービスの提供に努め、市民満足度の向上を図ります。
●�広報紙やパンフレット、ホームページ、SNS※2、コミュニティFMなど、多様な情報手段を使いな
がら市民に分かりやすく、タイムリーで効果的な情報発信を図ります。
●�市民ニーズを的確に把握し、市民と行政との共通理解を深めた協働によるまちづくりを推進するた
め、各種広聴活動の充実を図ります。

2　効果的・効率的な行財政運営 （SDGs：16）
●PDCAサイクル※3に基づく効率的で効果的な行財政運営を進めます。
●事務の電子化・自動化を推進し、一層の効率化・高度化を図ります。
●�市民の利便性向上とセキュリティの維持・向上を両立するため、LGWAN※4等のネットワークや
マイナンバー制度※5の基盤を活用した情報処理や連携等を推進します。

3　健全な財政運営 （SDGs：16）
●限られた財源を効果的に配分するとともに、財政運営指針を踏まえた予算編成を行います。
●�使用料・手数料の見直し等により、適正な受益者負担に努めるとともに、ふるさと納税に加えてク
ラウドファンディング※6や目的に応じた新たな財源等の自主財源の確保のための検討を進めます。

●分かりやすい財政状況の公表に努め、市民の理解に基づいた財政運営を推進します。
●市税等の収納率向上を図るため、市全体の債権の一元管理に向け継続して取り組みます。

4　公共施設の最適化 （SDGs：16）
●�公共施設の老朽化等に伴う整備については、施設の長寿命化を図るとともに、今後の需要を見据えた適正配置を進めます。
●�民間事業者のノウハウや資金を活用した取組(サウンディング調査※7、PPP※8・PFI※9等)を検討し、
公共施設の適切な管理運営等を図ります。

5　組織・職員の活性化 （SDGs：5、16）
●�市民ニーズや地域課題などに適切に対応しながら、事務事業の見直しや簡素で効率的な行政組織の
整備等を積極的に進め、適正な職員配置に取り組みます。

●人材育成基本方針に基づき、職員研修を計画的、効果的に実施し、職員の能力向上や意識改革を図ります。

成果指標 現状値 目標値
「市民の意見の収集と市政への反映」の満足度(再掲) 55.3％(H30年度) 70.0％
「市政に関する情報発信の充実」の満足度 66.5％(H30年度) 70.0％
「公共施設の充実と活用」の満足度 71.5％(H30年度) 75.0％

※8　PPP：
英語のPublic�Private�Partnershipの略。官民連携事業の総称であり、
包括的民間委託、民間事業者への公有地の貸し出しなどの手段がある。

※9　PFI：
英語のPrivate�Finance�Initiativeの略。公共施設等の建設、維持管理、
運営等を民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用し、効率的かつ
効果的な公共サービスの提供を図るという手法。
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ＪＲ北広島駅西口
�
　令和5年(2023年)のボールパーク開業後は、ＪＲ北広島
駅がボールパークへのアクセス拠点となることから、周辺交
通の整備に加え、にぎわいの創出・滞留ができるようまちづ
くりを進めていきます。
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資　料
写真：エルフィンパーク交流広場（JR 北広島駅隣接）
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1　総合計画の変遷

年度 基本構想 基本計画 実施計画(推進計画)

S45
(1970)

S55
(1980)

広島町総合開発計画
●議決�昭和45年(1970年)6月30日
●「自然と創造の調和した豊かな都市」
●重点施策
　①高生産性産業の開発
　②交通・通信体系の確立
　③生活環境施設の基礎的設備
　④社会開発の整備

広島町総合開発計画
●決定�昭和45年(1970年)7月
●計画人口�55,000人

広島町新長期総合計画
●決定�昭和56年(1981年）3月
●人口フレーム�80,000人
●計画人口�53,600人
●重点課題
　①自然の保護活用、ゆとりの確保
　②快適な生活環境を成熟
　③都市近郊型農業、工業生産機能
　④中枢管理機能を積極的に導入
　⑤文化・スポーツ・レク機能の拡大

第1次5か年 S45→S49

第2次3か年 S50→S52

第3次3か年 S53→S55

S56
(1981)

H2
(1990)

第1次4か年 S56→S59

第2次3か年 S60→S62

第3次3か年 S63→H2

H3
(1991)

H12
(2000)

広島町2000年基本構想
●議決�平成2年(1990年)9月18日
●人口フレーム�90,000人
●めざす都市像
　「自然と創造の調和した豊かな都市」
　「心のふれあう確かな小都市」
●基本課題
　①文化の香りを高める
　②市制施行を実現する
　③�産業構造変化への弾力的対応を進める�
　④福祉を育て、健康をつくる
　⑤快適な生活環境を成熟させる
　⑥自然と緑を守り育てる

広島町第3次長期総合計画
●決定�平成2年(1990年)11月
●計画人口�66,000人

　平成8年(1996年）市制施行
　広島町　⇒　北広島市

第1次4か年 H3→H6

第2次3か年 H7→H9

第3次3か年 H10→H12

H13
(2001)

H22
(2010)

北広島市総合計画
～きたひろしま21創造プラン～
●議決�平成12年(2000年)9月11日
●人口フレーム�90,000人
●計画人口�67,000人
●まちづくりのテーマ
　「自然と創造の調和した豊かな都市」
●めざす都市像
　「健康安心都市」「交流文化都市」「活気発展都市」

●決定�平成12年(2000年)11月
●重点プラン
　①子育て支援プラン
　②ともに支えあう地域プラン
　③まちの顔づくりプラン
　④共生の森プラン
　⑤サイクリング・ネットワークプラン

第1次4か年 H13→H16

第2次3か年 H17→H19

第3次3か年 H20→H22

H23
(2011)

R2
(2020)

北広島市総合計画(第5次)
●議決�平成22年(2010年)8月31日
●将来人口�61,500人
●まちづくりのテーマ
　「自然と創造の調和した豊かな都市」
●めざす都市像
　「希望都市」「交流都市」「成長都市」

中間年度見直し
●決定�平成28年(2016年)3月
●将来目標人口�60,000人

●決定�平成22年(2010年)12月
●基本目標�6　政策�44　施策�124
●重点プロジェクト
　①子育て支援・人づくりプロジェクト
　②にぎわい・魅力づくりプロジェクト
　③住みたくなる地域づくりプロジェクト

●基本目標�6　政策�45　施策�132

平成23年度
平成24年度
平成25年度
平成26年度
平成27年度
平成28年度
平成29年度
平成30年度
令和元年度
令和2年度

H23→H25
H24→H26
H25→H27
H26→H28
H27→H29
H28→H30
H29→H31
H30→H32
R1→R2
R2

R3
(2021)

R12
(2030)

北広島市総合計画(第6次)
●議決�令和2年(2020年)6月26日
●将来目標人口�60,000人
●まちづくりのテーマ
　「自然と創造の調和した豊かな都市」
●めざす都市像
　「希望都市」「交流都市」「成長都市」

●決定�令和2年(2020年)12月
●前期計画　令和3年度(2021年度)
　～令和7年度(2025年度)
●基本目標�6　政策�34　施策�110
●重点プロジェクト
　「人口増加プロジェクト」
●後期計画　令和8年度(2026年度)
　～令和12年度(2030年度)

令和3年度
令和4年度
令和5年度
令和6年度
令和7年度

R3→R5
R4→R6
R5→R7
R6→R7
R7

令和8年度
令和9年度
令和10年度
令和11年度
令和12年度

R8→R10
R9→R11
R10→R12
R11→R12
R12
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北広島市議会

総合計画等特別委員会

総合計画の調査・審議
構成　議長を除く全議員

北広島市

各部局ヒアリング等

庁 議

市政の重要事項の審議・
事務事業の総合調整

総合計画庁内推進会議

総合計画素案・原案の審議及び決定
構成　委員長：副市長、委員：部長職

検討プロジェクトチーム

構成　部会長：部長職、委員：課長職等

各分野の計画案、
具体的な施策・事業を検討

ワーキンググループ

構成　20代・30代の若手職員 22名

課題等を踏まえた重点施策、
方向性などの検討

反映

反映

反映

市民参加

パブリックコメント

市民懇話会
まちづくりの将来像、
方向性等の意見交換
・市内団体選出
・学識経験者 ・公募委員

構成
 10 名

・市民ワークショップ
・市民意識調査
・各種団体調査
・子ども意識調査等

調
査
・
審
査

調査・審査

議
案
提
出

議
　
　決

総合計画推進委員会

総合計画に関する調査・審議
・学識経験者
・公募委員

構成
5 名

事務局：企画財政部総合計画課

2　総合計画(第6次)の策定経過
　総合計画の策定に当たっては、北広島市次期総合計画策定方針(平成30年(2018年)決定)に基づき、
庁内に検討組織を設置し、総合計画(第5次)の達成状況や課題等を整理するとともに、市民意識調査
や市民懇話会の開催など幅広い市民参加の手法を取り入れてきました。また、総合計画推進委員会で
の調査審議や市議会との意見交換等を経て、令和2年(2020年)6月の第2回定例会に議案「北広島市
総合計画に係る基本構想の策定について」を提出し、議決されました。

(1)　策定体制 
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(2)　策定経過 

①　市民参加 
　計画策定の段階から、下記のとおり多様な市民参加の手法を取り入れるなど、広く市民に開かれた、
市民との協働による計画づくりを進めてきました。

(ｱ)　市民意識調査  
　市民のまちに対する考え方や意見等を調査しました。
　調査時期：平成30年(2018年)10月5日～26日
　調査対象：市内在住の18歳以上の男女3,000人(無作為抽出)
　回�収�率：41.2％(1,237件)

(ｲ)　公益活動団体意識調査  
　様々な立場から市民活動に携わっている団体の意見等を調査しました。
　調査時期：平成30年(2018年)10月5日～11月9日
　調査対象：市内で公益活動団体として活動している601団体
　回�収�率：71.2％(428件)

(ｳ)　子ども意識調査  
　市の将来についての小中学生の意向等を調査しました。
　調査時期：平成30年(2018年)11月19日～12月3日
　調査対象：市内の小学校6年生、中学校3年生
　回収状況：小学校6年生501件、中学校3年生576件

(ｴ)　市民ワークショップ  
　まちづくりの課題や市の将来像に関する意見交換やグループ発表を行いました。
　対　　象：市内に居住する16歳以上の男女30名(地区別、年齢別に無作為抽出)
　●第1回(平成30年(2018年)11月3日)基調講演、意見交換、グループ発表ほか
　●第2回(平成30年(2018年)11月11日)意見交換、グループ発表ほか
　●第3回(平成30年(2018年)11月17日)意見交換、グループ発表ほか
　●第4回(平成30年(2018年)12月1日)意見交換、グループ発表ほか
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(ｵ)　総合計画策定市民懇話会  
　市のめざすべきまちづくりの将来像、方向性、課題等について意見交換を行いました。
　構成員：10名(市内団体からの選出6名、学識経験者1名、公募3名)
　●第1回(平成31年(2019年)3月18日)座長等の選出、懇話会の運営ほか
　●第2回(平成31年(2019年)4月17日)分野別意見交換
　●第3回(令和元年(2019年)5月10日)分野別意見交換
　●第4回(令和元年(2019年)5月31日)分野別意見交換
　●第5回(令和元年(2019年)6月19日)報告書に関する意見交換

■構成員名簿(所属団体等は、構成員就任時のもの)
　 氏　名 所属団体等（開催時点） 区　分
座　長 由 水 　 　 伸 星槎道都大学学長補佐 学識経験者
副座長 竹 村 　 画 二 北広島商工会理事 団 体 選 出
構成員 長 島 　 博 子 北広島消費者協会会長 団 体 選 出
構成員 田 中 　 宏 明 北広島市社会福祉協議会事務局次長 団 体 選 出
構成員 飛 鳥 ち え 子 北広島市PTA連合会副会長 団 体 選 出
構成員 小 池 　 隆 史 北広島市自治連合会会長 団 体 選 出
構成員 及 川 　 幸 紀 北広島市シルバー人材センター事務局長 団 体 選 出
構成員 林 　 　 美 奈 　 公 　 募
構成員 本 橋 　 健 治 　 公 　 募
構成員 山 下 　 裕 子 　 公 　 募

(ｶ)　パブリックコメント  
　北広島市総合計画(第6次)案について実施しました。
　実施期間：令和2年(2020年)3月1日～31日
　実施結果：22名から33件の意見提出
　結果公表：令和2年(2020年)4月30日ホームページ等で公表

(ｷ)　総合計画フォーラム「まちを、つくろう。」  
　令和2年(2020年)3月10日に、北広島市総合計画推進委員及び企画財政部総合計画課職員による
パネルディスカッションを予定していましたが、新型コロナウイルス感染症の感染が拡大したため延
期としました。その後、開催に向けて準備を進めてきましたが、再び感染者が急増するなど安全に開
催できる状況が見通せないことから中止としました。
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②　北広島市総合計画推進委員会
　北広島市総合計画推進委員会設置条例に基づき設置され、基本構想や基本計画に関する調査審議が
行われました。

(ｱ)　審議経過  

平成30年(2018年)8月23日　第29回総合計画推進委員会
　●北広島市次期総合計画策定方針について

平成30年(2018年)12月19日　第30回総合計画推進委員会
　●市民、公益活動団体及び子ども意識調査の結果について
　※開催回数は、平成24年度（2012年度）からの通算回数
令和元年(2019年)7月23日　令和元年度第1回総合計画推進委員会
　●総合計画推進委員会の進め方について
　●現総合計画(第5次)における成果と課題について
　●総合計画策定市民懇話会報告書について
　●次期総合計画骨子案について

令和元年(2019年)9月26日　令和元年度第2回総合計画推進委員会
　●序論(計画策定の趣旨、時代の潮流、計画の概要)について
　●基本構想(まちづくりのテーマ、めざす都市像、基本目標、施策体系)について
　●基本計画(分野別計画(第1章～第2章))について

令和元年(2019年)10月9日　令和元年度第3回総合計画推進委員会
　●基本構想(基本目標)について
　●基本計画(分野別計画(第3章～第4章))について

令和元年(2019年)10月10日　令和元年度第4回総合計画推進委員会
　●基本構想(めざす都市像及び基本目標)について
　●基本計画(分野別計画(第5章～第6章))について

令和元年(2019年)11月25日　令和元年度第5回総合計画推進委員会
　●北広島市総合計画(第6次)素案についてほか

令和2年(2020年)1月22日　令和元年度第6回総合計画推進委員会
　●�基本構想(基本構想の目的、将来目標人口、ボールパーク構想と連携した新たな価値の創造、
土地利用、地区のまちづくり)について

　●基本計画(重点プロジェクト)について

令和2年(2020年)2月14日　令和元年度第7回総合計画推進委員会
　●北広島市総合計画(第6次)原案についてほか

令和2年(2020年)11月27日　令和2年度第1回総合計画推進委員会
　●北広島市総合計画(第6次)案に係る追記箇所等について

令和3年(2021年)3月22日　令和2年度第2回総合計画推進委員会
　●北広島市総合計画(第6次)について
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(ｲ)　総合計画推進委員会　委員名簿  

　 氏　名 所属団体等（開催時点） 区　分
委 員 長 鈴 木 � 聡 士 北海学園大学工学部教授 学 識 経 験 者
副 委 員 長 天 羽 � 　 浩 公認会計士 学 識 経 験 者
委 員 桂 　 � 裕 章 公 　 募
委 員 谷 本 � 雄 司 元公認会計士 学 識 経 験 者
委 員 武 者 � 加 苗 札幌大学地域共創学群教授 学 識 経 験 者

　 　

(ｳ)　総合計画推進委員会による審議結果通知  

令和2年5月20日
　北広島市長　上　野　正　三　様

北広島市総合計画推進委員会
委員長　鈴　木　聡　士

　　次期総合計画の策定に係る審議結果について

　令和3年度(2021年度)から始まる総合計画(第6次)の策定に向け、令和元年(2019年)7月
23日からこれまでに7回の北広島市総合計画推進委員会を開催し、社会経済情勢へ柔軟に対応
できる計画、市民に分かりやすい計画という視点を中心として議論を重ねてまいりました。慎
重に審議を行った結果、別添「北広島市総合計画（第6次）案」のとおり取りまとめましたので報
告します。
　総合計画の決定に当たりましては、本委員会での各委員の意見等に十分配慮されるよう要望
いたしますとともに、「まちづくりのテーマ」と「めざす都市像」を実現するために、重点プロジェ
クトを軸として、総合計画を確実に推進されることを期待します。
　また、各種施策の推進におきましては、市役所内部の横断的な連携強化を図るとともに、市
民との協働による実行や進行状況の点検などを進めていくようお願いします。

【別添】北広島市総合計画（第6次）案
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③　北広島市議会
　北広島市議会の議決すべき事件に関する条例において、「北広島市総合計画に係る基本構想の策定、
変更又は廃止」については、議会の議決すべき事件として掲げられています。
　市議会では、議長を除く全議員で構成する総合計画等特別委員会が設置され、新たな基本構想及び
基本計画に関する調査(意見交換)が行われました。市は、令和2年(2020年)第2回定例会に議案「北
広島市総合計画に係る基本構想の策定について」を提案し、同議会において議決されました。

(ｱ)　市議会での調査・審議経過  

平成30年(2018年)6月25日　総務常任委員会
　●北広島市次期総合計画策定方針について

平成31年(2019年)1月29日　総務常任委員会
　●市民、公益活動団体及び子ども意識調査の結果について

令和元年(2019年)6月27日　第2回定例会
　●北広島市総合計画等特別委員会の設置

令和元年(2019年)7月26日　第1回総合計画等特別委員会
　●総合計画について
　●現総合計画(第5次)における成果と課題について
　●次期総合計画骨子案についてほか

令和元年(2019年)9月27日　第2回総合計画等特別委員会
　●序論(計画策定の趣旨、時代の潮流、計画の概要)について
　●基本構想(まちづくりのテーマ、めざす都市像、基本目標、施策体系)について
　●基本計画(分野別計画(第1章～第3章))について

令和元年(2019年)10月30日　第3回総合計画等特別委員会
　●基本計画(分野別計画(第4章～第6章))について

令和元年(2019年)11月26日　第4回総合計画等特別委員会
　●北広島市総合計画(第6次)素案について

令和2年(2020年)1月28日　第5回総合計画等特別委員会
　●�基本構想(基本構想の目的、将来目標人口、ボールパーク構想と連携した新たな価値の創造、
土地利用、地区のまちづくり)について

　●基本計画(重点プロジェクト)について

令和2年(2020年)2月17日　第6回総合計画等特別委員会
　●北広島市総合計画(第6次)原案について

令和2年(2020年)5月15日　第7回総合計画等特別委員会
　●北広島市総合計画(第6次)パブリックコメント後の変更案について

令和2年(2020年)6月5日　第2回定例会
　●議案第1号「北広島市総合計画に係る基本構想の策定について」提案
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令和2年(2020年)6月5日　第8回総合計画等特別委員会
　●総合計画等特別委員会審査方法等について

令和2年(2020年)6月8日　第9回総合計画等特別委員会
　●議案第1号「北広島市総合計画に係る基本構想の策定について」の審査
　　(個別質疑)

令和2年(2020年)6月22日　第10回総合計画等特別委員会
　●議案第1号「北広島市総合計画に係る基本構想の策定について」の審査
　　(総括質疑、討論、採決)

令和2年(2020年)6月26日　第2回定例会
　●議案第1号「北広島市総合計画に係る基本構想の策定について」議決

令和2年(2020年)10月29日　第11回総合計画等特別委員会
　●北広島市総合計画(第6次)に係る今後の予定について

令和2年(2020年)12月14日　第12回総合計画等特別委員会
　●総合計画(第6次)案に係る追記箇所等について

令和3年(2021年)3月10日　第13回総合計画等特別委員会
　●総合計画(第6次)について

(ｲ)　総合計画等特別委員会　委員名簿(議長を除く全議員)  

　 氏　名 　 　 氏　名
委 員 長 橋　本　　　博 　 　 　
副 委 員 長 山　本　博　己 　 　 　
委 員 青　木　　　崇 　 委 員 稲　田　保　子
委 員 大　迫　　　彰 　 委 員 小田島　雅　博
委 員 川　崎　彰　治 　 委 員 木　村　真千子
委 員 久保田　　　智 　 委 員 坂　本　　　覚
委 員 桜　井　芳　信 　 委 員 佐々木　百合香
委 員 佐　藤　敏　男 　 委 員 沢　岡　信　広
委 員 島　崎　圭　介　 　 委 員 滝　　　久美子
委 員 鶴　谷　聡　美 　 委 員 永　井　　　桃
委 員 中　川　昌　憲 　 委 員 人　見　哲　哉
委 員 藤　田　　　豊 　 　 　

　 　 　 　 ※五十音順
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④　庁内
　庁内における総合計画の策定にあたっては、将来を担う20～30歳代の若手職員で構成するワーキ
ンググループを設置し、市の現状分析やまちの将来ビジョン等についてグループワークを行いました。
また、各部等において、検討プロジェクトチームを設置し、現総合計画の点検や次期総合計画の基本
計画案の策定などを行いました。これらの経過を踏まえながら、総合計画庁内推進会議において、庁
内における総合計画の策定及び調整等を図ってきました。

(ｱ)　庁内での策定経過  

平成30年(2018年)5月30日　庁議
　●北広島市次期総合計画策定方針の決定

平成30年(2018年)7月13日　各部検討プロジェクトチームの設置　

平成30年(2018年)7月13日～8月30日　各部検討プロジェクトチーム
　●現総合計画(第5次)の点検

平成30年(2018年)8月2日　ワーキンググループ
　●グループワークの進め方ほか

平成30年(2018年)8月10日、16日、22日、28日、9月4日、5日　ワーキンググループ
　●グループワーク

平成30年(2018年)10月5日　ワーキンググループ
　●グループワーク発表

平成31年(2019年)2月5日　平成30年度第2回総合計画庁内推進会議
　●市民、公益活動団体及び子ども意識調査の結果、基本計画案の庁内照会について

平成31年(2019年)2月5日～3月15日　各部検討プロジェクトチーム
　●基本計画(分野別計画)の作成

平成31年(2019年)4月26日～令和元年(2019年)6月12日　各部検討プロジェクトチーム
　●基本計画(分野別計画)のヒアリング

令和元年(2019年)7月10日　令和元年度第1回総合計画庁内推進会議
　●次期総合計画骨子案についてほか

令和元年(2019年)8月20日～30日　各部検討プロジェクトチーム
　●基本計画(分野別計画)の点検

令和元年(2019年)9月18日　令和元年度第2回総合計画庁内推進会議
　●基本計画(分野別計画)について

令和元年(2019年)11月8日～14日　各部検討プロジェクトチーム
　●基本計画(分野別計画)の点検

令和元年(2019年)11月20日　令和元年度第3回総合計画庁内推進会議
　●北広島市総合計画(第6次)素案について
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令和元年(2019年)12月16日　令和元年度第4回総合計画庁内推進会議
　●将来人口について

令和2年(2020年)1月10日～22日　各部検討プロジェクトチーム
　●基本計画(分野別計画)の点検、成果指標及び用語解説の確認

令和2年(2020年)1月21日　令和元年度第5回総合計画庁内推進会議
　●�基本構想(基本構想の目的、将来目標人口、ボールパーク構想と連携した新たな価値の創造、
土地利用、地区のまちづくり)について

　●基本計画(重点プロジェクト)について

令和2年(2020年)2月10日　令和元年度第6回総合計画庁内推進会議
　●北広島市総合計画(第6次)原案について

令和2年(2020年)2月25日　庁議
　●北広島市総合計画(第6次)案のパブリックコメントについて

令和2年(2020年)4月15日～23日　各部検討プロジェクトチーム
　●パブリックコメントへの回答について

令和2年(2020年)5月26日　庁議
　●北広島市総合計画に係る基本構想の策定について

令和2年(2020年)7月30日　令和2年度第1回総合計画庁内推進会議
　●北広島市総合計画(第6次)に係る今後の予定について

令和2年(2020年)10月5日～23日　各部検討プロジェクトチーム
　●基本計画の最終点検、SDGsと各施策の関係及び個別計画の確認

令和2年(2020年)11月25日　令和2年度第2回総合計画庁内推進会議
　●北広島市総合計画(第6次)案に係る追記箇所等について

令和2年(2020年)12月28日　庁議
　●北広島市総合計画に係る基本計画の策定について
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年度 月 庁内 市民参加 総合計画推進委員会 市議会

H30
(2018)

H30/5月 ●庁議(5/30)
・次期総合計画策定方針の決定

6月 ●総務常任委員会(6/25)
・次期総合計画策定方針説明

7月 ●検討プロジェクトチーム(7/13～8/30)
・現総合計画(第5次)の点検

8月
●ワーキンググループ
　(8/2、10、16、22、28)
・グループワーク

●次期総合計画策定方針説明(8/23)

9月 ●ワーキンググループ(9/4、5)
・グループワーク

10月 ●ワーキンググループ(10/5)
・グループワーク発表

●市民意識調査(10/5～26)
●公益活動団体意識調査(10/5～11/9)

11月 ●子ども意識調査(11/19～12/3)
●市民ワークショップ(11/3～12/1)

12月 ●市民意識調査等の結果報告(12/19)

H31/1月 ●総務常任委員会(1/29)
・市民意識調査等の結果報告

2月 ●平成30年度第2回総合計画庁内推進会議(2/5)
・市民意識調査等の結果報告ほか
●検討プロジェクトチーム(2/5～3/15)
・基本計画(分野別計画)の作成

3月 ●第1回市民懇話会(3/18)
・座長等の選出ほか

H31
・
R1

(2019)

H31/4月

●検討プロジェクトチーム(4/26～6/12)
・基本計画(分野別計画)のヒアリング

●第2回市民懇話会(4/17)
・分野別意見交換

R1/5月
●第3回市民懇話会(5/10)
・分野別意見交換
●第4回市民懇話会(5/31)
・分野別意見交換

6月 ●第5回市民懇話会(6/19)
・市民懇話会報告書に関する意見交換 ●総合計画等特別委員会設置(6/27)

7月
●令和元年度第1回総合計画庁内推進会議(7/10)
・現総合計画の成果と課題
・次期総合計画骨子案ほか

●令和元年度第1回(7/23)
・現総合計画の成果と課題
・次期総合計画骨子案ほか

●第1回総合計画等特別委員会(7/26)
・現総合計画の成果と課題
・次期総合計画骨子案ほか

8月 ●検討プロジェクトチーム(8/20～30)
・基本計画(分野別計画)の点検

9月 ●令和元年度第2回総合計画庁内推進会議(9/18)
・基本計画(分野別計画)

●令和元年度第2回(9/26)
・序論(時代の潮流ほか)
・基本構想(まちづくりのテーマほか)
・基本計画(分野別計画第1章～第2章)

●第2回総合計画等特別委員会(9/27)
・序論(時代の潮流ほか)
・基本構想(まちづくりのテーマほか)
・基本計画(分野別計画第1章～第3章)

10月

●令和元年度第3回(10/9)
・基本構想(基本目標)
・基本計画(分野別計画第3章～第4章)
●令和元年度第4回(10/10)
・基本構想(めざす都市像、基本目標)
・基本計画(分野別計画第5章～第6章)

●第3回総合計画等特別委員会(10/30)
・基本計画(分野別計画第4章～第6章)

11月
●検討プロジェクトチーム(11/8～14)
・基本計画(分野別計画)の点検
●令和元年度第3回総合計画庁内推進会議(11/20)
・総合計画素案

●令和元年度第5回(11/25)
・総合計画素案

●第4回総合計画等特別委員会(11/26)
・総合計画素案

12月 ●令和元年度第4回総合計画庁内推進会議(12/16)
・将来人口について

R2/1月

●検討プロジェクトチーム(1/10～22)
・�基本計画(分野別計画)の点検、成果指標、
用語解説の確認
●令和元年度第5回総合計画庁内推進会議(1/21)
・基本構想(将来目標人口ほか)
・基本計画(重点プロジェクト)

●令和元年度第6回(1/22)
・基本構想(将来目標人口ほか)
・基本計画(重点プロジェクト)

●第5回総合計画等特別委員会(1/28)
・基本構想(将来目標人口ほか)
・基本計画(重点プロジェクト)

2月
●令和元年度第6回総合計画庁内推進会議(2/10)
・総合計画原案
●庁議(2/25)
・総合計画案のパブリックコメントについて

●令和元年度第7回(2/14)
・総合計画原案

●第6回総合計画等特別委員会(2/17)
・総合計画原案

3月 ●パブリックコメント(3/1～31)

R2
(2020)

R2/4月
●検討プロジェクトチーム(4/15～23)
・パブリックコメントへの回答について
●パブリックコメント回答公表(4/30)

5月 ●庁議(5/26)
・基本構想の策定について

●�市長に対する通知「次期総合計画の策定
に係る審議結果について」(5/20)

●第7回総合計画等特別委員会(5/15)
・総合計画パブリックコメント後の変更案

6月

●第2回定例会(6/5)
・�議案「北広島市総合計画に係る基本�
構想の策定について」提案
●第8回総合計画等特別委員会(6/5)
・特別委員会審査方法等
●第9回総合計画等特別委員会(6/8)
・議案の個別質疑
●第10回総合計画等特別委員会(6/22)
・議案の総括質疑、討論、採決
●第2回定例会(6/26)
・�議案「北広島市総合計画に係る基本�
構想の策定について」議決

7月 ●令和2年度第1回総合計画庁内推進会議(7/30)
・総合計画に係る今後の予定

10月
●検討プロジェクトチーム(10/5～23)
・�基本計画の最終点検、ＳＤＧｓと各施策
との関係及び個別計画の確認

●第11回総合計画等特別委員会(10/29)
・総合計画に係る今後の予定

11月 ●令和2年度第2回総合計画庁内推進会議(11/25)
・総合計画案の追記箇所等について

●令和2年度第1回(11/27)
・総合計画案の追記箇所等について

12月 ●庁議(12/28)
・基本計画の策定について

●第12回総合計画等特別委員会(12/14)
・総合計画案の追記箇所等について

R3/3月 ●令和2年度第2回(3/22)
・総合計画(第6次)について

●第13回総合計画等特別委員会（3/10）
・総合計画(第6次)について

策定経過一覧
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3　関係規程
　　　北広島市議会の議決すべき事件に関する条例
� (平成30年2月20日　条例第2号)
　(趣旨)
第�1条　地方自治法(昭和22年法律第67号)第96条第2項の規定に基づく議会の議決すべき事件につ
いては、他の条例に定めるもののほか、この条例の定めるところによる。

　(議決すべき事件)
第2条　議会の議決すべき事件は、次に掲げる事項とする。
　(1)　北広島市総合計画に係る基本構想の策定、変更(軽微な変更を除く。)又は廃止
　(2)　北広島市都市計画マスタープランの策定、変更(軽微な変更を除く。)又は廃止
　(3)　姉妹都市若しくは友好都市の提携又は解消
　(4)　都市宣言の制定、変更又は廃止
　　　附　則
　この条例は、平成30年4月1日から施行する。
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　　　北広島市総合計画推進委員会設置条例
� (昭和54年3月16日　条例第1号)
　(設置)
第�1条　地方自治法(昭和22年法律第67号)第138条の4第3項の規定に基づき、北広島市総合計画
推進委員会(以下「委員会」という。)を置く。

　(所掌事務)
第2条　委員会は、次に掲げる事項について調査審議する。
　(1)　総合計画の策定、進行管理及び評価に関する事項
　(2)　その他市長が必要と認める事項
　(組織)
第3条　委員会は、委員5人以内をもって組織する。
2　委員会に、特別の事項を調査審議させるため必要があるときは、臨時委員を置くことができる。
3　委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。
　(1)　学識経験者
　(2)　公募に応募した者(市内に住所を有する者に限る。)
　(3)　その他市長が必要と認める者
4　臨時委員は、学識経験者その他市長が必要と認める者のうちから市長が委嘱する。
5　委員の任期は、3年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。
6　委員は、再任されることができる。
7　臨時委員は、特別の事項に関する調査審議が終了したときは、解任されるものとする。
　(委員長及び副委員長)
第4条　委員会に委員長及び副委員長1人を置き、委員の互選によりこれを定める。
2　委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。
3　副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、その職務を代理する。
　(議事)
第5条　委員会は、委員長が招集する。
2　委員長は、委員会の会議の議長となる。
3　委員会は、委員及び議事に関係のある臨時委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。
4　委員会の議事は、委員及び議事に関係のある臨時委員で会議に出席したものの過半数で決し、可
否同数のときは議長の決するところによる。

5　委員会は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出席を求め、その説明又は意見を
聴くことができる。

　(委任)
第6条　この条例に定めるもののほか、委員会の運営について必要な事項は、市長が定める。
　　　附　則
　この条例は、公布の日から施行する。
　　　附　則(昭和62年条例第19号)
　この条例は、公布の日から施行する。
　　　附　則(平成11年条例第3号)
　この条例は、公布の日から施行する。
　　　附　則(平成24年条例第4号)
　(施行期日)
1　この条例は、平成24年5月1日から施行する。
　(北広島市外部評価委員会設置条例の廃止)
2　北広島市外部評価委員会設置条例(平成21年北広島市条例第19号)は、廃止する。
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　　　北広島市総合計画庁内推進会議規程
� (昭和55年2月14日　訓令第2号)
　(設置)
第1条　市の総合計画について、計画案の策定及び調整等に関し、その円滑な推進を図るため、北広
島市総合計画庁内推進会議(以下「推進会議」という。)を設置する。

　(所掌事項)
第2条　推進会議は、次に掲げる事項を所掌する。
　(1)　総合計画策定方針案の策定に関すること。
　(2)　総合計画案の策定に関すること。
　(3)　推進計画案の策定に関すること。
　(4)　政策評価、補助金等に関すること。
　(組織)
第3条　推進会議は、委員長及び委員で組織する。
2　委員長は、副市長をもって充てる。
3　委員は、職員のうちから市長が任命する。
　(委員長)
第4条　委員長は、会務を総理し、会議の議長となる。
2　委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、あらかじめ委員長が指名する委員がその職務を代理する。
　(会議)
第5条　推進会議は、必要の都度、委員長が招集する。
　(関係職員の出席)
第�6条　推進会議において、事案検討のため必要があるときは、委員長は、その事案に関係のある職
員に対し、推進会議に出席を求めることができる。

　(委任)
第7条　この規程に定めるもののほか、必要な事項は、委員長が定める。
　　　附　則
　この訓令は、昭和55年2月15日から施行する。
　　　附　則(昭和55年訓令第16号)
　この訓令は、昭和55年4月1日から施行する。
　　　附　則(昭和62年訓令第20号)
　この訓令は、昭和62年10月1日から施行する。
　　　附　則(平成17年訓令第14号)
　この訓令は、公布の日から施行する。
　　　附　則(平成19年訓令第3号)
　この訓令は、平成19年4月1日から施行する。
　　　附　則(平成20年訓令第11号)
　この訓令は、平成20年6月6日から施行する。
　　　附　則(平成22年訓令第3号)
　この訓令は、平成22年4月1日から施行する。
　　　附　則(平成23年訓令第11号)
　この訓令は、平成23年6月1日から施行する。
　　　附　則(平成24年訓令第2号)
　(施行期日)
1　この訓令は、平成24年4月1日から施行する。
　(北広島市内部評価委員会設置規程の廃止)
2　北広島市内部評価委員会設置規程(平成20年北広島市訓令第3号)は、廃止する。
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4　個別計画
　個別計画は、総合計画に基づき各分野の具体的な取組内容を定めるものであり、基本計画の施策な
どと密接に関係しています。主な計画は、次のとおりです。
第1章　ともに歩み笑顔が輝くまち

政策(節) 計画名 概要 計画期間 担当

第1節
子育て支援の充実

北広島市子ども・子育て支援プラン
幼児期の教育・保育、地域の子育て支援の充実のため、「子
ども・子育て支援事業計画」、「次世代育成支援対策推進行
動計画」、「子どもの貧困対策計画」を一体的に策定した計画

R2～R6 子育て支援部

北広島市子どもの権利に関する推進計画 子どもの権利に関する施策を総合的に推進するための計画 R3～R5 子育て支援部
北広島市公共施設等個別施設計画
(子育て支援施設編) 施設の戦略的な維持管理、更新等を推進するための計画 R1～R10 子育て支援部

第2節
高齢者福祉・介護
の充実

北広島市高齢者保健福祉計画・介護
保険事業計画

「地域包括ケアシステム」の深化・推進のため、高齢者保健
福祉・介護保険事業の方向性を示すとともに介護保険事業
の安定的な運営をめざすための計画

R3～R5 保健福祉部

北広島市公共施設等個別施設計画(シ
ルバー活動センター編) 施設の戦略的な維持管理、更新等を推進するための計画 R1～R10 保健福祉部

第3節
障がい福祉の充実

北広島市障がい支援計画
障がい者施策を総合的に展開するため、「障がい者福祉計
画」・「第5期障がい福祉計画」・「第1期障がい児福祉計画」
を一体的に策定した計画

R3～R5 保健福祉部

北広島市障がい者活躍推進計画 障がいのある職員を含む全ての職員が働きやすい職場づく
りに向けた計画 R2～R6 総務部

第4節
地域福祉の充実 北広島市地域福祉計画

地域住民、町内会・自治会、社会福祉協議会、ボランティ
アなど、広範囲な地域福祉の担い手と、ともに支え合う地
域福祉づくりをめざす指針

R3～R8 保健福祉部

第5節
健康づくり・地域
医療の充実

北広島市健康づくり計画・健康きた
ひろ21

全ての市民が心身ともにいきいきとした生活を送ることを
めざし、生涯を通じた健康づくりを図るための指針 R3～R8 保健福祉部

北広島市食育推進計画 食育を進めるための基本的な考え方を明らかにするととも
に、食育を具体的に推進するための総合的な指針 H29～R3 保健福祉部

北広島市特定健診等実施計画
「メタボリックシンドローム」に着目した特定健康診査・特
定保健指導を実施し、生活習慣の改善を図ることで糖尿病
等の生活習慣病の発症や重症化を予防するための計画

H30～R5 保健福祉部

北広島市国民健康保険データヘルス
計画

健康・医療情報を活用した効果的かつ効率的な保険事業の
実施により、被保険者の健康保持増進を図るための計画 H30～R5 保健福祉部

第2章　学び合い心を育むまち
政策(節) 計画名 概要 計画期間 担当

第1節
学校教育活動の充実

北広島市教育振興基本計画 本市の教育についての基本的な方向を示す指針 R3～R12 教育部
北広島市公共施設等個別施設計画�
(給食調理場編) 施設の戦略的な維持管理、更新等を推進するための計画 R1～R10 教育部

第2節
学校教育環境の整備

北広島市学校施設長寿命化計画 施設の戦略的な維持管理、更新等を推進するための計画 R2～R21 教育部
北広島市公共施設等個別施設計画�
(教員住宅編) 施設の戦略的な維持管理、更新等を推進するための計画 R1～R10 教育部

第3節
安心して学べる体制の充実 － － － －

第4節
社会教育の充実

北広島市公共施設等個別施設計画(公民館編) 施設の戦略的な維持管理、更新等を推進するための計画 R1～R10 教育部
北広島市公共施設等個別施設計画
(レクリエーション施設編) 施設の戦略的な維持管理、更新等を推進するための計画 R3～R10 教育部

第5節
スポーツの振興

北広島市スポーツ振興計画 スポーツ施策の充実や環境の整備に関するスポーツに特化した計画 R3～R12 教育部
北広島市スポーツ施設個別施設計画 施設の戦略的な維持管理、更新等を推進するための計画 R3～R12 教育部

第6節
芸術文化の振興

北広島市芸術文化振興プラン 芸術文化活動の更なる振興を図る指針 R3～R12 教育部
北広島市公共施設等個別施設計画
(芸術文化ホール及び図書館編) 施設の戦略的な維持管理、更新等を推進するための計画 R1～R10 教育部

第7節
歴史の継承と創造 北広島市エコミュージアム構想

市民自らがまちの自然や歴史遺産などについて良く知り、
保存・活用していくことで、まちを誇りに思う心を培うと
ともに、まちづくりにつながる取組を進めていく構想

H22～ 教育部

第8節
読書活動の充実

北広島市子どもの読書活動推進計画
全ての子どもが自主的に読書活動を行うことができるよう、
環境整備を推進することを基本理念として、施策の総合的
な推進を図るための計画

R3～R12 教育部

北広島市公共施設等個別施設計画
(芸術文化ホール及び図書館編)(再掲) 施設の戦略的な維持管理、更新等を推進するための計画 R1～R10 教育部
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第3章　だれもが安全に暮らせるまち
政策(節) 計画名 概要 計画期間 担当

第1節
防災対策・災害
復興の推進

北広島市地域防災計画 市民の生命、身体及び財産を災害等から保護するため、防
災組織や災害予防等について定める計画 － 総務部防災危機

管理室

北広島市国民保護計画
国民の保護のための措置を的確かつ迅速に実施するため、
市の責務を明らかにするとともに、国民の保護に関する計
画の趣旨、構成等について定める計画

－ 総務部防災危機
管理室

北広島市避難行動要支援者避難支援
プラン

災害に備え、平常時から避難行動要支援者に関する情報の
把握や避難支援等の体制を整備することを目的とする計画 H28～ 保健福祉部

北広島市東の里遊水地利活用計画 東の里遊水地整備後の有効的な利活用を図る指針 H29～ 建設部

北広島市耐震改修促進計画 地震による被害の軽減を図り、安全で安心な生活を確保す
るため、住宅及び建築物の耐震化を促進するための計画 H20～ 建設部

北広島市公共施設等個別施設計画
(防災センター編) 施設の戦略的な維持管理、更新等を推進するための計画 R1～R10 総務部防災危機

管理室
第2節
消防・救急体制の
充実

北広島市公共施設等個別施設計画
(消防施設編) 施設の戦略的な維持管理、更新等を推進するための計画 R1～R10 消防本部

第3節
交通安全・防犯対策・
消費者保護の推進

北広島市交通安全計画 交通安全対策を総合的に推進するための計画 R3～R7 市民環境部
北広島市犯罪のない安全で安なまち
づくり推進計画

安全で安心して生活することのできる地域社会の実現を図
るための計画 R2～R6 市民環境部

第4節
平和・人権尊重社
会・男女共同参画
の推進

きたひろしま男女共同参画プラン 男女共同参画社会の一層の推進を図るための計画 R3～R12 市民環境部

第4章　住みよい環境にかこまれたまち
政策(節) 計画名 概要 計画期間 担当

第1節
都市機能の整備

北広島市都市計画マスタープラン
将来都市像を市民とともに描き、これからの都市づくりを
進めるに当たっての市民、事業者、行政などが、互いに連
携して取り組んでいくための共通の指針

R3～R12 企画財政部

北広島市立地適正化計画 都市機能の立地及び公共交通の充実等に関する包括的な
計画 H30～R19 企画財政部

駅西口周辺エリア活性化計画 ボールパークへのアクセス機能整備と駅周辺エリアの魅力
と価値を高めるような土地利用・機能整備の指針 R2～R11 企画財政部

北広島市都市景観形成基本計画 まちづくり事業を「景観」という視点から、美しいまちを守
り育てることを目的とした計画 H8～ 企画財政部

北広島市無電柱化推進計画 災害の防止、安全かつ円滑な交通の確保、良好な景観等の
形成を図るための無電柱化推進に関する計画 R2～R4 建設部

第2節
居住環境の充実

北広島市空家等対策計画 今後の空家等対策を総合的に進めるための計画 R3～R7 市民環境部

北広島市公営住宅長寿命化計画 公営住宅ストックの効率的かつ円滑な更新を行うための
計画 H24～R3 建設部

北広島市住生活基本計画 市民が住みたい住宅、住みたいまちを作っていくための目
標を設定し、それを実現するための指針 H27～R6 建設部

第3節
公共交通の充実 北広島市地域公共交通網形成計画� 行政・市民・交通事業者等の関係者が主体的に推進するた

めの地域公共交通のマスタープラン H30～R4 企画財政部

第4節
道路環境の充実

北広島市橋梁長寿命化修繕計画 計画的かつ予防的な対応への転換を図り、橋梁の長寿命化
によるコスト縮減を図るための計画 R1～ 建設部

北広島市雪対策基本計画 市民・事業者・行政の協働による総合的な雪対策の指針 H24～R3 建設部

第5節
水の供給・下水処
理の充実

北広島市水道ビジョン・経営戦略

水道事業の現状と将来の見通しを分析・評価した上で、め
ざすべき将来像を設定し、その実現方策等を明らかにする。
また、水道事業を将来にわたり安定的に運営するための中
長期的な視点における財政と投資の計画

R3～R12 水道部

水道施設更新計画 老朽化した水道施設を更新し、各施設の故障等の未然防止
を図るための計画 H30～R9 水道部

第５期拡張事業計画 石狩東部地域広域的水道整備計画に位置付けされた計画 H8～R13 水道部

老朽管更新事業計画 老朽化した配水管を更新し、漏水事故等の未然防止と有収
率の向上を図るための計画 R3～R21 水道部

北広島市下水道事業経営戦略 下水道事業を将来にわたり安定的に運営するための中長期
的な視点における財政と投資の計画 R1～R10 水道部

北広島市公共下水道基本計画 下水道施設の将来的な配置計画 R3～R12 水道部

北広島市公共下水道事業計画 下水道基本計画にある施設のうち、今後4～5年間の配置
計画 R2～R3 水道部

北広島市下水道ストックマネジメン
ト計画

持続的な下水道機能の確保とライフサイクルコストの縮減
を図るための下水道施設の修繕・改築等に関する計画 R2～R6 水道部
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第4章　住みよい環境にかこまれたまち
政策(節) 計画名 概要 計画期間 担当

第6節
環境保全の推進

北広島市環境基本計画 環境の保全及び創造に関する施策を総合的に推進するため
の計画 R3～R12 市民環境部

北広島市役所事務事業地球温暖化対
策実行計画

本市の事務事業による温室効果ガスの抑制を図るための
計画 R3～ 市民環境部

北広島市公共施設等個別施設計画
(葬斎場編) 施設の戦略的な維持管理、更新等を推進するための計画 R1～R10 市民環境部

第7節
ごみ対策の推進

北広島市一般廃棄物処理基本計画
【改定版】

循環型社会形成の推進と廃棄物処理システムの確立を目的
とした計画 H24～R8 市民環境部

ごみ処理広域化基本計画（道央廃棄
物処理組合）

道央廃棄物処理組合が焼却対象ごみの広域処理を行う上で
必要な条件など将来の方針を定めた計画 H27～R12 市民環境部

北広島市公共施設等個別施設計画
(ごみ処理施設編) 施設の戦略的な維持管理、更新等を推進するための計画 R1～R10 市民環境部

第8節
緑の充実

北広島市緑の基本計画 緑のまちづくりの将来像の実現に向けた、市民、事業者、
行政などの共通の指針 R3～R12 企画財政部

森林経営計画 計画的かつ効率的な森林施業の実施及び森林の保護を図る
計画 H30～R5 建設部

北広島市公園施設長寿命化計画 公園緑地内の遊具等各施設の重点的・効率的な維持管理や
更新に係る計画 R2～R11 建設部

北広島市公共施設等個別施設計画
(公園管理棟編) 施設の戦略的な維持管理、更新等を推進するための計画 R1～R10 建設部

北広島市森林整備計画 市町村の森林づくりの方向性や森林施業の標準的な方法を
示した計画 H30～R9 経済部

第5章　活力みなぎる産業と交流のまち
政策(節) 計画名 概要 計画期間 担当

第1節
農業の振興

農業経営基盤の強化の促進に関する
基本構想

担い手の効率的かつ安定的な農業経営の指標や実施事項等
を定めた計画 H29～ 経済部

北広島市農業振興地域整備計画 農用地等の区域や、農業生産の基盤整備及び開発に関する
事項等を定めた計画 H20～ 経済部

北広島市酪農・肉用牛生産近代化
計画

酪農及び肉用牛経営の所得向上と地域の活性化を推進する
ための計画 R2～R11 経済部

北広島市農村滞在型余暇活動機能整
備計画

農村滞在型余暇活動の円滑な推進を通じて地域農業の振
興及び農村地域の活性化を推進するグリーン・ツーリズ
ムの取組

H30～ 経済部

北広島市鳥獣被害防止計画 有害鳥獣による農業被害防止対策を総合的に実施するた
めの計画 R2～R4 経済部

第2節
工業の振興・企業
誘致

北広島市商工業振興基本計画 商工業の振興に関する基本的かつ総合的な施策を定めた
計画 H23～R3 経済部

北広島市公共施設等個別施設計画
(大曲ふれあいプラザ編) 施設の戦略的な維持管理、更新等を推進するための計画 R1～R10 経済部

第3節
商業の振興 － － － －

第4節
雇用と就業環境の
充実

－ － － －

第5節
観光の振興・シティ
セールスの推進

北広島市観光基本計画� 観光施策を展開することで、様々な効果を生み出し、地域
の活性化に結びつけるための計画 H26～R4 経済部

第6節
交流・多文化共生
の推進

－ － － －
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第6章　つながり成長するまち
政策(節) 計画名 概要 計画期間 担当

第1節
市民参加・協働の
推進

公益活動団体との協働指針 協働に対する理解を深め、共通の認識をもって進めていく
ための計画 R3～ 市民環境部

北広島市公共施設等個別施設計画
(集会所編) 施設の戦略的な維持管理、更新等を推進するための計画 R1～R10 市民環境部

北広島市公共施設等個別施設計画
(地区住民センター等編) 施設の戦略的な維持管理、更新等を推進するための計画 R1～R10 市民環境部

第2節
産学官連携の推進 － － － －

第3節
行財政運営の推進

北広島市まち・ひと・しごと創生総
合戦略

地方創生に向けた今後5年間の目標や基本的方向、具体的施
策をまとめ、自立した地域社会の実現をめざすための計画 R3～R7 企画財政部

きたひろ未来創造ビジョン2021
限られた経営資源を最も効果的かつ効率的に配分し、行政
サービスを安定的・持続的に提供していくための仕組みづ
くりを目的とした計画

R3～R12 企画財政部

北広島市情報セキュリティ基本方針 市が実施する情報セキュリティ対策について、基本的な事
項を定めた指針 H31～ 総務部

北広島市公共施設等総合管理計画 公共施設等の適切な規模や方向性など基本的な考え方を明
らかにした計画 H28～R7 企画財政部

北広島市公共施設等個別施設計画
(市庁舎編) 施設の戦略的な維持管理、更新等を推進するための計画 R1～R10 総務部

北広島市公共施設等個別施設計画
(大曲出張所編) 施設の戦略的な維持管理、更新等を推進するための計画 R1～R10 市民環境部

北広島市公共施設等個別施設計画
(職員住宅編) 施設の戦略的な維持管理、更新等を推進するための計画 R1～R10 総務部

北広島市職員人材育成基本方針
職員像を明確に示し、組織の活性化及び効率的な行財政運
営を行うために、全職員が同じ方向性を共有するための指
針

H27～ 総務部

北広島市定員管理基本方針 限られた人員を有効かつ効率的に活用するため、今後の職
員数の適正な管理を行う人事管理の基本的な指針 H28～ 総務部
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5　基本計画における成果指標一覧

重点プロジェクト
指標名 指標の説明 現状 目標

人口 住民基本台帳の人口 58,147人
(Ｒ2年3月末)

60,000人
(Ｒ13年3月末)

北広島市が「住み良い」「どちらかと言えば住み
良い」の割合

総合計画策定に関し、市で実施した市民意
識調査における割合

75.4％
(Ｈ30年度実施) 80.0%

第1章 第1節　子育て支援の充実
指標名 指標の説明 現状 目標

「乳幼児を安心して育てられる環境の充実」の満
足度

総合計画策定に関し、市で実施した市民意
識調査における「満足」、「やや満足」、「普通」
を合算した割合

63.8%
(Ｈ30年度実施) 70.0%

「子どもを健全に育成するための環境の充実」の
満足度 〃 68.3%

(Ｈ30年度実施) 70.0%

保育施設待機児童数(国基準)
認可保育施設等への入所を希望している
が、いずれの施設へも入れない児童数(特
定の施設を希望して入れない児童を除く。)

52人
(Ｒ2.3.1現在) 0人

第1章 第2節　高齢者福祉・介護の充実
指標名 指標の説明 現状 目標

「高齢者が安心して暮らせる社会の形成」の満足度
総合計画策定に関し、市で実施した市民意
識調査における「満足」、「やや満足」、「普通」
を合算した割合

61.5%
(Ｈ30年度実施) 70.0%

第1章 第3節　障がい福祉の充実
指標名 指標の説明 現状 目標

「障がい者が地域で自立した生活ができる社会
の形成」の満足度

総合計画策定に関し、市で実施した市民意
識調査における「満足」、「やや満足」、「普通」
を合算した割合

58.1%
(Ｈ30年度実施) 70.0%

第1章 第4節　地域福祉の充実
指標名 指標の説明 現状 目標

「高齢者が安心して暮らせる社会の形成」の満足
度(再掲)

総合計画策定に関し、市で実施した市民意
識調査における「満足」、「やや満足」、「普通」
を合算した割合

61.5%
(Ｈ30年度実施) 70.0%

「障がい者が地域で自立した生活ができる社会
の形成」の満足度(再掲) 〃 58.1%

(Ｈ30年度実施) 70.0%

第1章 第5節　健康づくり・地域医療の充実
指標名 指標の説明 現状 目標

「健康づくりを推進する体制の充実」の満足度
総合計画策定に関し、市で実施した市民意
識調査における「満足」、「やや満足」、「普通」
を合算した割合

73.6%
(Ｈ30年度実施) 75.0%

「医療環境の充実」の満足度 〃 54.1%
(Ｈ30年度実施) 70.0%

「緊急時の救急医療体制の充実」の満足度 〃 52.3%
(Ｈ30年度実施) 70.0%

特定健診受診率、特定保健指導実施率 法定報告(医療保険者から国に報告された
特定健康診査・特定保健指導の実施結果)

受診率：40.3％(Ｒ元年度)
指導率：65.6％(Ｒ元年度)

受診率：60.0％以�
指導率：65.0%以上を維持

※目標年次は、令和7年度(末)です。(人口の目標年次のみ令和12年度末)
※「Ｈ」は「平成」を示し、「Ｒ」は「令和」を示します。
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第2章 第1節　学校教育活動の充実
指標名 指標の説明 現状 目標

「小中学校における教育内容の充実」の満足度
総合計画策定に関し、市で実施した市民意
識調査における「満足」、「やや満足」、「普通」
を合算した割合

59.2%
(Ｈ30年度実施) 70.0%

第2章 第2節　学校教育環境の整備
指標名 指標の説明 現状 目標

「家庭、学校、地域が連携した教育体制の充実」
の満足度

総合計画策定に関し、市で実施した市民意
識調査における「満足」、「やや満足」、「普通」
を合算した割合

59.9%
(Ｈ30年度実施) 70.0%

「豊かな学校生活を支える施設・設備の充実」の
満足度 〃 58.4%

(Ｈ30年度実施) 70.0%

市立学校のコミュニティ・スクール導入中学校
区数

地方教育行政の組織及び運営に関する法律
の規定に基づき、学校運営協議会を設置し
ている中学校区

1中学校区
(Ｒ元年度)

全中学校区
(分校を除く。)

第2章 第3節　安心して学べる体制の充実
指標名 指標の説明 現状 目標

「子どもを健全に育成するための環境の充実」の
満足度(再掲)

総合計画策定に関し、市で実施した市民意
識調査における「満足」、「やや満足」、「普通」
を合算した割合

68.3%�
(Ｈ30年度実施) 70.0%

第2章 第4節　社会教育の充実
指標名 指標の説明 現状 目標

「自然や地域、社会など様々な体験機会の充実」
の満足度

総合計画策定に関し、市で実施した市民意
識調査における「満足」、「やや満足」、「普通」
を合算した割合

63.8%
(Ｈ30年度実施) 70.0%

「生涯学習活動の機会の充実」の満足度 〃 63.3%
(Ｈ30年度実施) 70.0%

第2章 第5節　スポーツの振興
指標名 指標の説明 現状 目標

「スポーツ・レクリエーション活動に親しむ機
会や環境の充実」の満足度

総合計画策定に関し、市で実施した市民意
識調査における「満足」、「やや満足」、「普通」
を合算した割合

68.8%
(Ｈ30年度実施) 70.0%

スポーツ実施率
スポーツ振興計画策定に関し、市で実施し
た市民意識調査における週1回以上運動・
スポーツを行う人（成人）の割合

55.6%
(Ｈ29年度実施) 70.0%

第2章 第6節　芸術文化の振興
指標名 指標の説明 現状 目標

「芸術や文化に触れ親しむ機会の充実」の満足度
総合計画策定に関し、市で実施した市民意
識調査における「満足」、「やや満足」、「普通」
を合算した割合

73.1%
(Ｈ30年度実施) 75.0%

芸術文化ホール利用者数 芸術文化ホール(諸室含む。)の年間利用者
数

77,546人
(Ｒ元年度) 95,000人

※目標年次は、令和7年度(末)です。(人口の目標年次のみ令和12年度末)
※「Ｈ」は「平成」を示し、「Ｒ」は「令和」を示します。
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第2章 第7節　歴史の継承と創造
指標名 指標の説明 現状 目標

「市の歴史や文化に対する意識の浸透」の満足度
総合計画策定に関し、市で実施した市民意
識調査における「満足」、「やや満足」、「普通」
を合算した割合

66.5%
(Ｈ30年度実施) 70.0%

まちを好きになる市民大学卒業人数 平成22年度(第1期生)からの「まちを好き
になる市民大学」の卒業生の人数

146人
(Ｒ元年度末累計) 240人

第2章 第8節　読書活動の充実
指標名 指標の説明 現状 目標

「図書活動に親しむ機会や環境の充実」の満足度
総合計画策定に関し、市で実施した市民意
識調査における「満足」、「やや満足」、「普通」
を合算した割合

73.7%
(Ｈ30年度実施) 75.0%

市民一人当たりの図書年間貸出数
図書館、地区図書館、学校図書館、館外で
の図書貸出総数／住民基本台帳の各月末日
の人口の平均値

7.1冊
(Ｒ元年度) 8.5冊

第3章 第1節　防災対策・災害復興の推進
指標名 指標の説明 現状 目標

「災害に強い安全なまちの形成」の満足度
総合計画策定に関し、市で実施した市民意
識調査における「満足」、「やや満足」、「普通」
を合算した割合

69.3%
(Ｈ30年度実施) 70.0%

自主防災組織活動カバー率 自主防災組織を設立している自治会、町内
会の世帯数／市内全世帯数

80.6%
(Ｒ元年度末) 上昇

第3章 第2節　消防・救急体制の充実
指標名 指標の説明 現状 目標

「緊急時の救急医療体制の充実」の満足度(再掲)
総合計画策定に関し、市で実施した市民意
識調査における「満足」、「やや満足」、「普通」
を合算した割合

52.3%
(Ｈ30年度実施) 70.0%

火災発生件数 「建物火災」、「車両火災」、「林野火災」、「そ
の他火災」を合算した件数

20件
(Ｒ元年) 減少

第3章 第3節　交通安全・防犯対策・消費者保護の推進
指標名 指標の説明 現状 目標

「街路灯など防犯設備・体制の充実」の満足度
総合計画策定に関し、市で実施した市民意
識調査における「満足」、「やや満足」、「普通」
を合算した割合

68.3%
(Ｈ30年度実施) 70.0%

市内の交通事故発生件数 市内の交通事故発生件数 132件
(Ｒ元年) 減少

市内の犯罪(刑法犯)認知件数 市内の刑法犯認知件数 236件
(Ｒ元年) 減少

第3章 第4節　平和・人権尊重社会・男女共同参画の推進
指標名 指標の説明 現状 目標

「性別に関係なく社会参加できる環境の充実」の
満足度

総合計画策定に関し、市で実施した市民意
識調査における「満足」、「やや満足」、「普通」
を合算した割合

63.9%
(Ｈ30年度実施) 70.0%

※目標年次は、令和7年度(末)です。(人口の目標年次のみ令和12年度末)
※「Ｈ」は「平成」を示し、「Ｒ」は「令和」を示します。
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第4章 第1節　都市機能の整備
指標名 指標の説明 現状 目標

北広島市が「住み良い」「どちらかと言えば住み
良い」の割合(再掲)

総合計画策定に関し、市で実施した市民意
識調査における割合

75.4%
(Ｈ30年度実施) 80.0%

第4章 第2節　居住環境の充実
指標名 指標の説明 現状 目標

「空き地・空き家、住み替えに対する施策の充実」
の満足度

総合計画策定に関し、市で実施した市民意
識調査における「満足」、「やや満足」、「普通」
を合算した割合

58.3%
(Ｈ30年度実施) 70.0%

「多様なニーズに対応する住宅供給の充実」の満
足度 〃 69.0%

(Ｈ30年度実施) 70.0%

市内空き家数 1年以上水道が使用されていない戸建住宅 315件
(Ｒ元年度末) 減少

第4章 第3節　公共交通の充実
指標名 指標の説明 現状 目標

「利便性の高い公共交通の充実」の満足度
総合計画策定に関し、市で実施した市民意
識調査における「満足」、「やや満足」、「普通」
を合算した割合

47.7%
(Ｈ30年度実施) 70.0%

市内線のバス利用者数 バス事業者から提供される年間輸送人員実
績

510,500人
(Ｒ元年度) 511,000人

第4章 第4節　道路環境の充実
指標名 指標の説明 現状 目標

「安全、快適に移動できる道路の充実」の満足度
総合計画策定に関し、市で実施した市民意
識調査における「満足」、「やや満足」、「普通」
を合算した割合

70.9%
(Ｈ30年度実施) 75.0%

「除雪や排雪の充実」の満足度 〃 52.5%
(Ｈ30年度実施) 70.0%

第4章 第5節　水の供給・下水処理の充実
指標名 指標の説明 現状 目標

「衛生的な上下水道の整備」の満足度
総合計画策定に関し、市で実施した市民意
識調査における「満足」、「やや満足」、「普通」
を合算した割合

88.2%
(Ｈ30年度実施) 90.0%

配水管耐震化率 水道管路施設のうち、保持すべき耐震性能
を有する配水管延長の割合

27.7％
(Ｒ元年度) 37.0%

第4章 第6節　環境保全の推進
指標名 指標の説明 現状 目標

「大気汚染、水質汚染などの公害対策の充実」の
満足度

総合計画策定に関し、市で実施した市民意
識調査における「満足」、「やや満足」、「普通」
を合算した割合

78.9%
(Ｈ30年度実施) 80.0%

※目標年次は、令和7年度(末)です。(人口の目標年次のみ令和12年度末)
※「Ｈ」は「平成」を示し、「Ｒ」は「令和」を示します。
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第4章 第7節　ごみ対策の推進
指標名 指標の説明 現状 目標

「ごみ減量・リサイクルの意識の浸透」の満足度
総合計画策定に関し、市で実施した市民意
識調査における「満足」、「やや満足」、「普通」
を合算した割合

81.3%
(Ｈ30年度実施) 85.0%

ごみ排出量(家庭系廃棄物) 家庭系ごみの一人1日当たりの排出量 市民一人当たり
582ｇ/日(Ｒ元年度) 市民一人当たり550ｇ/日

第4章 第8節　緑の充実
指標名 指標の説明 現状 目標

「公園・緑地の充実したまち並みの形成」の満足
度

総合計画策定に関し、市で実施した市民意
識調査における「満足」、「やや満足」、「普通」
を合算した割合

85.2%
(Ｈ30年度実施) 90.0%

「森林や川など自然環境の保全」の満足度 〃 84.0%
(Ｈ30年度実施) 85.0%

第5章 第1節　農業の振興
指標名 指標の説明 現状 目標

「活気ある農業の振興」の満足度
総合計画策定に関し、市で実施した市民意
識調査における「満足」、「やや満足」、「普通」
を合算した割合

65.9%
(Ｈ30年度実施) 70.0%

認定農業者の新規認定数

認定農業者とは、次の基準を満たす「農業
経営改善計画」を市に提出し、認定を受け
た農業者。
基準①目標年間農業所得440万円以上
基準②目標年間労働時間1,800～2,000時間
※�基準については「農業経営基盤の強化の
促進に関する基本構想」に掲載。

－ 5人

農業の担い手への農用地の利用集積率
市内における耕地面積のうち、農業の担い
手(認定農業者等)が利用している耕地面積
の割合

62.7％
(Ｒ2年3月末) 95.0%

第5章 第2節　工業の振興・企業誘致
指標名 指標の説明 現状 目標

「地域の経済をけん引する企業の集積」の満足度
総合計画策定に関し、市で実施した市民意
識調査における「満足」、「やや満足」、「普通」
を合算した割合

56.6%
(Ｈ30年度実施) 70.0%

「企業誘致や産業育成などによる市内産業の拡
大」の満足度 〃 60.3%

(Ｈ30年度実施) 70.0%

第5章 第3節　商業の振興
指標名 指標の説明 現状 目標

「日常の買い物環境の充実」の満足度
総合計画策定に関し、市で実施した市民意
識調査における「満足」、「やや満足」、「普通」
を合算した割合

59.6%
(Ｈ30年度実施) 70.0%

「品揃えの豊富な小売店の充実」の満足度 〃 55.4%
(Ｈ30年度実施) 70.0%

※目標年次は、令和7年度(末)です。(人口の目標年次のみ令和12年度末)
※「Ｈ」は「平成」を示し、「Ｒ」は「令和」を示します。
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第5章 第4節　雇用と就業環境の充実
指標名 指標の説明 現状 目標

「安定した雇用の場の確保」の満足度
総合計画策定に関し、市で実施した市民意
識調査における「満足」、「やや満足」、「普通」
を合算した割合

52.3%
(Ｈ30年度実施) 70.0%

第5章 第5節　観光の振興・シティセールスの推進
指標名 指標の説明 現状 目標

「地域資源を有効に活用した観光産業の振興」の
満足度

総合計画策定に関し、市で実施した市民意
識調査における「満足」、「やや満足」、「普通」
を合算した割合

50.9%
(Ｈ30年度実施) 70.0%

観光入込客数 余暇、ビジネス、その他の目的のため、観
光地点やイベント等を訪れた人の数

123万人
(Ｒ元年度計) 270万人

第5章 第6節　交流・多文化共生の推進
指標名 指標の説明 現状 目標

「国際交流の推進」の満足度
総合計画策定に関し、市で実施した市民意
識調査における「満足」、「やや満足」、「普通」
を合算した割合

52.3%
(Ｈ30年度実施) 70.0%

本市を応援している人数
本市のＳＮＳ登録者数1,862人＋ふるさと
納税年間延べ寄附人数7,015人＋東京北広
島会会員数117人

8,994人
(Ｒ元年度) 45,000人

第6章 第1節　市民参加・協働の推進
指標名 指標の説明 現状 目標

「市民の意見の収集と市政への反映」の満足度
総合計画策定に関し、市で実施した市民意
識調査における「満足」、「やや満足」、「普通」
を合算した割合

55.3%
(Ｈ30年度実施) 70.0%

「自主的な市民活動の充実」の満足度 〃 63.6%
(Ｈ30年度実施) 70.0%

「市民、企業、行政、各種団体との協働による
まちづくりの推進」の満足度 〃 60.4%

(Ｈ30年度実施) 70.0%

「町内会・自治会による地域活動の充実」の満
足度 〃 71.9%

(Ｈ30年度実施) 75.0%

第6章 第2節　産学官連携の推進
指標名 指標の説明 現状 目標

「他市町村との交流による広域連携の推進」の満
足度

総合計画策定に関し、市で実施した市民意
識調査における「満足」、「やや満足」、「普通」
を合算した割合

55.1%
(Ｈ30年度実施) 70.0%

「市、地域、大学が連携した活動の充実」の満
足度 〃 58.6%

(Ｈ30年度実施) 70.0%

第6章 第3節　行財政運営の推進
指標名 指標の説明 現状 目標

「市民の意見の収集と市政への反映」の満足度
(再掲)

総合計画策定に関し、市で実施した市民意
識調査における「満足」、「やや満足」、「普通」
を合算した割合

55.3%
(Ｈ30年度実施) 70.0%

「市政に関する情報発信の充実」の満足度 〃 66.5%
(Ｈ30年度実施) 70.0%

「公共施設の充実と活用」の満足度 〃 71.5%
(Ｈ30年度実施) 75.0%

※目標年次は、令和7年度(末)です。(人口の目標年次のみ令和12年度末)
※「Ｈ」は「平成」を示し、「Ｒ」は「令和」を示します。
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6　用語解説
あ行

IoT(アイオーティ)…P11
英語のInternet�of�Thingsの略。様々なモノ(建
物、車、電子機器など)をインターネットに接
続する仕組み。

ICT(アイシーティー)…P66・67・78・113
情 報 通 信 技 術(Informat ion�and�
Communication�Technology)の略。コン
ピュータや情報通信ネットワークなどの情報コ
ミュニケーション技術のこと。

アダプテッド・スポーツ…P72・73
ルールや用具を障がいの種類や程度に適合
(adapt)することによって、障がいのある人はも
ちろんのこと、幼児から高齢者、体力の低い人で
あっても参加することができるスポーツのこと。

ESD(イーエスディー)�…P64
英 語 のEducat ion� fo r� Sus ta inab le�
Development�(持続可能な開発のための教育)
の略。現代社会の課題を自らの問題と捉え、身
近なところから取り組む学習や活動。持続可能
な社会づくりの担い手を育む教育。

エコミュージアム…P76
環境問題に関わるエコロジー(生態学)と地方経
済の復興に関わるエコノミー(経済学)の「エコ」
と「ミュージアム」(博物館)を合体させた造語
で、地域全体を屋根のない博物館として捉える
考え方。

エコミュージアム構想…P76・77
市全体を博物館として捉え、各地に存在する自
然や歴史、産業などの遺産を、行政と市民の協
働により再発見し、現地で保存・展示すること
を通して、市民のまちを誇りに思う心や郷土愛
を醸成し、魅力ある地域づくりを進める構想。

SNS(エスエヌエス)…P123・131
英語のSocial�Networking�Serviceの略。人
と人との社会的なつながりを促進する様々な機
能を提供する会員制のオンラインサービス。

SDGs(エスディージーズ)…P8・10・64・106
英 語 のSus ta inab le�Deve lopment�
Goals(持続可能な開発目標)の略。平成27年
(2015年)9月の国連サミットで採択された令和
12年(2030年)までの国際目標であり、持続可
能な世界を実現するための17のゴール・169
のターゲットから構成されている。

NPO(エヌピーオー)…P58・105・126・127
英語のNon-Profit�Organization�の略。営利
を目的としない民間組織。

LGWAN(エルジーワン)…P131
インターネットを介さずに市町村間を結ぶ専用
ネットワークのこと。

オープンデータ…P128・129
二次利用が可能な形式及び条件で公開するデー
タのこと。行政機関は、官民データ活用推進基
本法に基づくオープンデータの公開が求められ
ている。

オール北海道ボールパーク連携協議会…P129
ボールパークがもたらす価値と魅力を幅広く享
受し、活用するために、近隣自治体や関係機関、
事業者等で組織された協議会。

温室効果ガス…P104・105
地表から放射される赤外線を吸収して地表の温
度を上昇させるガスの総称で、二酸化炭素、メ
タンなどがある。

か行

学童クラブ…P50・51・52
放課後児童健全育成事業。保護者が労働等によ
り昼間家庭にいない小学生に、適切な遊びや生
活の場を提供し、健全な育成を図る事業。

学校支援地域本部…P66
学校を支援するために、学校の求めに応じ地
域内の様々な技能や知識を有する人材の発掘・
コーディネートを行い、学校と地域をつなぐ学
校支援活動を行う組織。学校支援活動は地域学
校協働活動の取組の一つ。
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環境マネジメントシステム…P105
事業者が自主的に環境保全に関する取組
を進めるに当たり、環境に関する方針や目
標、計画等を定め、これらの達成に向けて
実施していくための体制、手続等の仕組み
のこと。

関係人口…P44・45・122・123
移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交
流人口」でもない、地域や地域の人々と多様に
関わる人々のこと。

間伐…P109
育成段階にある森林において樹木の混み
具合に応じて、育成する樹木の一部を伐
採 (間引き )し、残存木の成長を促進する
作業。

クラウドファンディング…P131
群衆 ( c r owd )と 資金調達 ( f u n d i n g )を
組み合わせた造語で、インターネットを
通じて不特定多数の人から資金を集める
方法。

グリーン購入…P105
商品やサービスを購入する際に、価格、機能、
品質等だけでなく、環境を考慮して、環境に与
える影響ができるだけ少ないものを選んで優先
的に購入すること。

グリーン・ツーリズム
� …P31・33・112・113・120
農山漁村地域などにおいて、農林漁業体験や地
域の自然や文化に触れ、人々との交流を楽しむ
滞在型の余暇活動。

公営企業会計…P102
地方公共団体の経営する公益的事業(上下水道
事業等)の会計で、企業会計原則に基づき独立
採算方式で行われるもの。

公益活動団体…P126・127
営利を目的としない公共の福祉の増進に資する
活動を行う団体。

購買力流入出率…P15・116
市町村における購買力の流入・流出状況を表
す指標であり、1より大きければ購買力が流入
傾向、1より小さければ購買力が流出傾向にあ
ることを示す。例として、0.70であれば地域
の購買力の3割が市外へ流出していることと
なる。

校務支援システム…P67
教職員の校務負担軽減や標準化のため導入し
た、共同利用型システム。

国際交流協議会…P123
地域に根ざした国際交流事業を推進し、市民
レベルの異文化に対する理解などを通してま
ちづくりに寄与することを目的とする市民団
体。現在は、平成3年(1991年)から続くカナ
ダ・サスカツーン市との高校生の相互派遣を
中心に活動。

国民健康保険の都道府県単位化…P60
平成30年度(2018年度)から、都道府県が市
町村とともに国民健康保険の運営を担うことと
なった。都道府県は、財政運営の責任主体とな
り、安定的な財政運営や効率的な事業運営の確
保等、運営の中心的な役割を担い、制度の安定
化を図る。

心の教室相談員…P68
児童生徒の悩みや不安、ストレス等の解消を図
ることを目的として、各小中学校に配置してい
る相談員。

子育て世代包括支援センター…P52
本市では、子育て世代包括ケアシステム『きた
ひろすくすくネット』の名称で実施し、妊娠期
から子育て期にわたる支援を、包括的に切れ目
なく行う体制。

子ども家庭総合支援拠点…P52
子どもと家庭、妊産婦等を対象に、相談対応か
ら関係機関との連絡調整、継続的支援までを総
合的に行う機関。
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子どもサポートセンター…P69
青少年の非行防止や安全対策等、青少年の健全
育成を主な目的として、教育委員会に設置して
いるもの。

子どもの権利条例…P50・52
子どもの権利に関する基本的な考え方や権利保
障の仕組みを定めた本市の条例。

子どもの貧困…P50・51
他と比較して貧困にある18歳未満の子どもの
存在や生活状況のこと。

子ども110番の家…P69
子どもが誘拐や暴力、痴漢など、何らかの被害
に遭った、又は遭いそうになったと助けを求め
てきたときに、子どもを保護するとともに、警
察、学校、家庭などへ連絡するなどして、地域
ぐるみで子どもたちの安全を守っていくボラン
ティア活動。

コミュニティ(地域コミュニティ)
…�P9・24・30・31・32・35・36・37・45・�
68・70・71・74・82・108・126・127

地域社会や共同体。人々が共通の意識をもって
生活を営む地域又は集団など。

コミュニティ・スクール
 …P3・45・62・66・67
学校と保護者、地域住民で構成する「学校運営
協議会」を設置した学校で、地域住民や保護者
などが学校運営に携わることで、地域とともに
ある学校づくりを進める仕組み。

さ行

在宅当番医制度…P61
市民の急病に対応するため、早朝や夜間、休日
に医療機関が当番制で外来診療を受け入れる制
度のこと。

サウンディング調査…P131
地方公共団体が民間事業者に意見や提案などを
求め、民間事業者との対話を通じ、市場性の有
無や実現可能性の把握、民間事業者が有するア
イデアの収集等を行う調査。

自主防災組織…P85・86・87
自治会、町内会等を単位とした地域住民が
自主的に連帯して防災活動を行う任意団体
のこと。

シティセールス…P120・121
都市の魅力や個性を発掘・育成し、発信するこ
とにより、都市のイメージやブランド力を向上
する取組。

児童館…P50・51・52・127
児童の遊びを通じて健康の増進や親子活動など
により情操を豊かにすることを目的とした児童
厚生施設。

市民参加推進会議…P127
市民参加を推進し、市民参加の制度の実効性を
確保するために設置する審議会。

社会資源…P56・57・58
生活の諸要求の充足や、問題解決の目的に使わ
れる各種の施設、制度、機関、知識や技術など
の物的、人的資源の総称。

主伐…P108
木を収穫し、木材としての利用を目的と
した伐採や、次の世代の樹木の更新を伴
う伐採。

障がい者自立支援協議会…P57
地域における障がいのある人の生活を支える
ため、相談支援事業をはじめとするシステム
づくり等に関して中核的な役割を果たすよ
う、相談支援事業者、サービス事業者、関係
機関・団体等の参加により市町村が設置する
もの。

消防通信指令業務…P86・87
119番通報による火災の通報や救急出動の要請
などを受信し、必要な部隊を現場に出動させる
業務。
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森林環境譲与税…P108・109
適切な森林の整備等を進めるために、国か
ら市町村や都道府県に対して譲与されるも
の。私有林人工林面積、林業就業者数及び
人口による客観的な基準を基に算出され、
令和元年度(2019年度)から譲与が開始さ
れた。

森林経営計画…P108・109
森林所有者等が作成する伐採、造林、間伐など
の森林施業についての計画。

森林整備計画…P108・109
森林法に基づいて市町村が作成する計画。
地域の実情に合わせた森林づくりと適正
な森林整備の推進を目的としており、市町
村の森林づくりの方向性や伐採、造林、間
伐など森林施業の標準的な方法が示され
ている。

水源涵
かんよう

養…P85・108
洪水を緩和させる、流量を安定させる、水質
を浄化するなど、森林の持つ水資源を保全す
る働き。

スクールカウンセラー…P69
児童生徒の不登校、いじめ等の未然防止等
において、心理に関する専門的見地からカ
ウンセリングやアセスメントを行う専門
人材。

スポーツアカデミー事業…P73
未来のアスリートを育成するために、幼少期
から小学生までを対象としたスポーツ塾や強
化教室。

スマート農業…P113
ロボット技術やICTを活用して省力化や高
品質生産を実現する新たな農業。例えば、
自動運転トラクター等(田植え、耕起、収穫
など)、水田センサー(水田の水位、水温な
ど確認するためのもの)、農業用ドローン(農
薬や肥料の散布、圃場の測量、生育状況の
把握)など。

生活支援コーディネーター…P55
高齢者の生活支援・介護予防の基盤整備を
推進していくことを目的とし、地域におい
て、生活支援及び介護予防サービスの提供
体制の構築に向けたコーディネート機能を
果たす者。

生活習慣病…P54・60・61
成人期後期から老年期にかけてり患率、死亡
率が高くなる慢性疾患(糖尿病、高血圧など)
の総称。

成年後見制度…P54・56
知的障がい者・精神障がい者・認知症の高齢者
など、判断能力が十分でなく、自分自身の権利
を守ることができない成人の財産管理などを支
援する制度。

成年後見センター…P55・57
成年後見制度に関する相談や適切な利用
の促進、市民後見人の育成等を行うため
に、平成28年 (2016年 )に市が開設した
機関。

Society5.0(ソサエティ5.0)
� …P8・11・70・130
サイバー空間 (仮想空間 )とフィジカル空
間 (現実空間 )を高度に融合させたシステ
ムにより、経済発展と社会的課題の解決
を両立する人間中心の社会のこと。例え
ば、大量な情報の中から必要な情報だけを
A I (人工知能 )が判別し、人間に提供する
など。

た行

地域学校協働活動…P66・67
幅広い地域住民の参画を得て、地域全体
で子どもたちの学びや成長を支えるとと
もに、「学校を核とした地域づくり」をめ
ざして、地域と学校が相互にパートナー
として様々な取組を組み合わせて実施す
る活動。
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地域共生社会…P54・58
制度・分野ごとの「縦割り」や「支え手」「担
い手」という関係を超えて、地域住民や地
域の多様な主体が「我が事」として参画し、
人と人、人と資源が世代や分野を超えて「丸
ごと」つながることで、住民一人一人の暮
らしと生きがい、地域をともに創っていく
社会。

地域子育て支援センター…P52
就学前の子どもやその親の交流の場であり、子
どもたちが自由に遊び関わり合う場。本市に3
箇所ある。

地域コミュニティ施設…P16・37
地区住民センター、会館、集会所などのことで、
町内会の会議のほか、各種講習会、学習、健
康体操、介護予防など地域住民が交流できる
施設。

地域包括ケアシステム…P54
介護が必要になった高齢者も、住み慣れた自
宅や地域で暮らし続けられるように、「医療・
介護・介護予防・生活支援・住まい」の5つの
サービスを、一体的に受けられる支援体制の
こと。

低炭素社会…P104
二酸化炭素などの温室効果ガスの排出が少ない
社会。

東京北広島会…P123
首都圏に居住する本市にゆかりのある方々が中
心に集い、平成29年(2017年)12月に発足。
会員相互の親睦を図るとともに、まちづくりの
様々な分野における首都圏との幅広い人脈や
ネットワークを活用し、本市の発展に寄与する
ことを目的とする。

特定外来生物…P104・105
外来生物のうち、特に人間の健康や在来種の生
態系などに害を及ぼす、又はその可能性がある
とされる生物のこと。

特定健康診査及び特定保健指導…P60・61
医療保険者が実施主体となり、40歳から
74歳の被保険者を対象にメタボリックシ
ンドローム(内臓脂肪症候群)の予防と改善
を目的として行う健康診査及び保健指導の
こと。

都市型観光…P120
都市部である本市の個性や魅力を発揮しながら
交流・集客を促進し、地域資源や集客施設など
も生かす観光のかたち。

図書館フィールドネット…P78・79
図書館を拠点に活動するボランティア団体の
ネットワークのこと。

な行

認定農業者…P14・112・113
次の基準を満たす「農業経営改善計画」を市に
提出し、認定を受けた農業者のこと。
基準①目標年間農業所得440万円以上
基準②目標年間労働時間1,800～2,000時間
※�基準については、本市が定める「農業経営基
盤の強化の促進に関する基本構想」に掲載。

農地情報システム…P113
農地台帳(所有者・借受者の氏名、地域区分等)
をシステムに取り込み、農地台帳の情報を地図
情報として地番図及び航空写真に反映するシス
テムのこと。

農地中間管理機構…P112
「高齢化」や「後継者不足」などで耕作を続けるこ
とが難しくなった農地を借り受け、認定農業者
等の担い手に貸し付ける公的機関。

農泊…P113・120
農山漁村において日本ならではの伝統的な
生活体験と農村地域の人々との交流を楽し
む滞在(農山漁村滞在型旅行)。農家民宿だ
けでなく、古民家を活用した宿泊施設など、
旅行者のニーズに合った多様な宿泊手段に
より農山漁村に滞在し魅力を味わってもら
うこと。
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ノーマライゼーション…P35・56
障がいのある人を特別視するのではなく、障
がいのある人もない人もだれもが個人の尊厳
を重んじられ、地域の中で同じように生活を
営める社会が通常(ノーマル)の社会であると
する考え方。

ノーマライゼーション推進事業…P34
障がいのある人とない人の、地域住民同士
の交流を促進するために、北海道の補助に
基づいて昭和62年(1987年)に本市(当時
広島町)が実施したレクリエーション等の
事業。

は行

バイオガス…P102・103・106・107
有機性廃棄物(草木類、生ごみ等)や下水汚泥、
家畜糞尿などを発酵させて得られる可燃性ガス
の総称。主成分はメタン。

PFI(ピーエフアイ)�…P109・131
英語のPrivate�Finance�Initiativeの略。公
共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資
金、経営能力及び技術的能力を活用し、効率的
かつ効果的な公共サービスの提供を図るという
手法。

PDCA(ピーディーシーエー)サイクル…P103・131
計画(Plan)→実行(Do)→評価(Check)→改善
(Action)の4段階を繰り返すことによって、業
務などを継続的に改善すること。

PPP(ピーピーピー)�…P131
英語のPublic�Private�Partnershipの略。
官民連携事業の総称であり、包括的民間委託、
民間事業者への公有地の貸し出しなどの手段
がある。

ビッグデータ…P11・128
一般的なソフトウェアで扱うことが困難
な、巨大で複雑なデータの集合のこと。市
町村では、地域の特性や年齢層・弱者の分
布等を解析し、政策に生かすことに用いら
れる。

避難行動要支援者…P58・59
要配慮者のうち、災害が発生し、又は発生する
おそれがある場合に自ら避難することが困難で
あって、その円滑かつ迅速な避難の確保を図る
ため特に支援が必要な人。

病児保育…P51・52
医療機関や保育所等に付設された専用スペー
スなどで、病気にかかっている子どもや病気
から回復しつつある子どもを一時的に保育す
ること。

5G(ファイブジー)(第5世代移動通信システム) …P114
英語の5th�Generationの略。携帯電話やスマー
トフォンなどの通信に用いられる次世代の通信
規格であり、高速なモバイル通信が可能。

放課後子供教室…P68・69
学校の余裕教室などを活用し、地域住民の方の
協力を得て、児童が放課後に学習や体験活動な
どを行う教室。地域学校協働活動の中の取組の
一つ。

放課後児童支援員…P52
学童クラブにおいて、児童の育成支援を行う専
門資格を有し、従事する人。

ボールパーク構想
� …�P22・24・25・44・72・75・76・�

77・120・121・122・123
官民連携プロジェクトとして、新球場を核
としたボールパークを整備することで、ま
ちづくりの様々な分野に波及効果を生み出
し、持続可能な都市経営と地域課題の解決
を図る構想。

ま行

MaaS(マース)�…P99
英語のMobility�as�a�Serviceの略。出発地
から目的地までの移動ニーズに対して最適な
移動手段を包括的に一つのアプリで提供する
など、移動を単なる手段としてではなく、利
用者にとっての一元的なサービスとして捉え
る概念。
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マイナンバー制度…P131
国民一人一人に番号を割り振り、社会保障や
税に関する情報を市町村間で連携可能にする
制度。

まちなか司書…P78
子どもたちが読書に親しめるよう地域内の小学
校図書館、保育施設を図書館司書が巡回する事
業で配置された図書館司書の呼称。

まちを好きになる市民大学…P77
「まるごときたひろ博物館員養成課程」として、
北広島の自然遺産や歴史遺産、エコミュージア
ムなどについて2年間で学ぶ本市独自の講座の
こと。

マネジメント・サイクル…P66
目標を達成するために計画を立て、実行し、評
価して改善していく一連の管理体制。

モビリティ・マネジメント…P99
「過度に自動車に頼る状態」から、「公共交通や
徒歩などを含めた多様な交通手段を適度に賢く
利用する状態」へと少しずつ変えていく一連の
取組。

や行

ユニバーサルデザイン…P96
年齢、性別、身体的能力、言語などの違いにか
かわらず、全ての人にとって安全・安心で利用
しやすいように建物や製品、サービスなどを計
画、設計する考え方。

容積率…P95
敷地面積に対する建築物の延べ床面積の割合。

要保護児童対策地域協議会…P52
虐待を受けた子どもをはじめとする要保護児
童等の早期発見と適切な保護を図るため、児
童福祉法に基づき必要な情報交換や支援を行
う機関。

ら行

連携中枢都市圏…P128・129
地方圏において、相当の規模と中核性を備える
圏域の中心都市が、近隣の市町村との連携協約
に基づいて、人口減少・少子高齢社会において
も一定の圏域人口を有し活力ある社会経済を維
持するために形成する圏域。本市は、平成31
年(2019年)3月に札幌市と連携協約を締結し、
11市町村で構成される「さっぽろ連携中枢都市
圏」に属している。

6次産業化…P14・113
1次産業としての農林漁業と、2次産業として
の製造業、3次産業としての小売業等の事業と
の総合的かつ一体的な推進を図り、農山漁村の
豊かな地域資源を活用した新たな付加価値を生
み出す取組。(1次産業+2次産業+3次産業＝6
次産業)

わ行

ワーク・ライフ・バランス…P9・90・91
仕事(ワーク)と私生活(ライフ)の調和を図り、
老若男女だれもが、仕事、家庭生活、地域生活、
個人の自己啓発など様々な活動について、自ら
希望するバランスで展開できる状態のこと。
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7　SDGsについて
　「持続可能な開発目標(Sustainable　Development　Goals)」(以下「SDGs」という。)とは、
平成27年(2015年)9月の国連サミットにおいて採択された、令和12年(2030年)を期限とする先進
国を含めた国際社会全体の開発目標です。
　このSDGsは、持続可能な世界を実現するための17の目標と169のターゲットで構成され、地球
上の「誰一人として取り残さない」社会をめざしており、経済・社会・環境を巡る広範囲な課題に対す
る総合的な取組が示されています。
　これを受け、我が国では、平成28年(2016年)5月に内閣総理大臣を本部長、全国務大臣を構成員
とする「持続可能な開発目標(SDGs)推進本部」が設置され、同年12月には、SDGs実施に向けた「持
続可能な開発目標(SDGs)実施指針」が決定されました。この指針では、国が優先的に取り組むべき
課題と具体的施策を定めるとともに、SDGsの推進に当たって、地方自治体が担う役割の重要性を示
しています。また、平成29年(2017年)12月に閣議決定された「まち・ひと・しごと創生総合戦略
2017改訂版」においては、地方自治体におけるSDGsの達成に向けた取組の推進として、時代に合っ
た地域連携の必要性が示されています。
　SDGsの17の目標は、国レベルで取り組むものが含まれ、本市の総合計画における各政策と対象
や規模は異なりますが、国際的な地方自治体の連合組織であるUCLG（United�Cities�and�Local�
Governments）が自治体行政で果たし得る役割について示しているとおり、そのめざすべき方向性
は共通することが多いため、市民をはじめ多様な主体と連携・協働しながら、総合計画を推進するこ
とで、SDGsの達成に向けた取組につなげていきます。
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SDGsと自治体行政の関係
目標（Goal） 目標の説明・自治体行政の果たし得る役割 目標（Goal） 目標の説明・自治体行政の果たし得る役割

貧困

【目標1】あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる。
　自治体行政は貧困で生活に苦しむ人々を特定し、支援
する上で最も適したポジションにいます。各自治体にお
いてすべての市民に必要最低限の暮らしが確保されるよ
う、きめ細やかな支援策が求められています。 不平等

【目標10】各国内及び各国間の不平等を是正する。
　差別や偏見の解消を推進する上でも自治体は主導的な
役割を担うことができます。少数意見を吸い上げつつ、
不公平・不平等のないまちづくりを行うことが求められ
ています。

飢餓

【目標2】飢餓を終わらせ、食料安全保障及び栄養改善を実
現し、持続可能な農業を促進する。
　自治体は土地や水資源を含む自然資産を活用して農業
や畜産などの食料生産の支援を行うことが可能です。そ
のためにも適切な土地利用計画が不可欠です。公的・私
的な土地で都市農業を含む食料生産活動を推進し、安全
な食料確保に貢献することもできます。

持続可能な
都市

【目標11】包摂的で安全かつ強靭（レジリエント）で持続可
能な都市及び人間居住を実現する。
　包摂的で、安全、レジリエントで持続可能なまちづく
りを進めることは首長や自治体行政職員にとって究極的
な目標であり、存在理由そのものです。都市化が進む世
界の中で自治体行政の果たし得る役割は益々大きくなっ
ています。

保健

【目標3】あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を
確保し、福祉を促進する。
　住民の健康維持は自治体の保健福祉行政の根幹です。
国民皆保険制度の運営も住民の健康維持に貢献していま
す。都市環境を良好に保つことが住民の健康状態の維持・
改善に必要であるという研究も報告されています。

持続可能な
生産と消費

【目標12】持続可能な生産消費形態を確保する。
　環境負荷削減を進める上で持続可能な生産と消費は非
常に重要なテーマです。これを推進するためには市民一
人一人の意識や行動を見直す必要があります。省エネや
3R�の徹底など、市民対象の環境教育などを行うことで
自治体はこの流れを加速させることが可能です。

教育

【目標4】すべての人々への包摂的かつ公正な質の高い教
育を確保し、生涯学習の機会を促進する。
　教育の中でも特に義務教育等の初等教育においては自
治体が果たすべき役割は非常に大きいといえます。地域
住民の知的レベルを引き上げるためにも、学校教育と社
会教育の両面における自治体行政の取り組みは重要です。

気候変動

【目標13】気候変動及びその影響を軽減するための緊急対
策を講じる。
　気候変動問題は年々深刻化し、既に多くの形でその影
響は顕在化しています。従来の温室効果ガス削減といっ
た緩和策だけでなく、気候変動に備えた適応策の検討と
策定を各自治体で行うことが求められています。

ジェンダー

【目標5】ジェンダー平等を達成し、すべての女性及び女
児の能力強化（エンパワーメント）を行う。
　自治体による女性や子ども等の弱者の人権を守る取
組は大変重要です。また、自治体行政や社会システム
にジェンダー平等を反映させるために、行政職員や審
議会委員等における女性の割合を増やすのも重要な取
組といえます。

海洋資源

【目標14】持続可能な開発のために海洋・海洋資源を保全
し、持続可能な形で利用する。
　海洋汚染の原因の8割は陸上の活動に起因していると
いわれています。まちの中で発生した汚染が河川等を通
して海洋に流れ出ることがないように、臨海都市だけで
なくすべての自治体で汚染対策を講じることが重要です。

水・衛生

【目標6】すべての人々の水と衛生の利用可能性と持続可
能な管理を確保する。
　安全で清潔な水へのアクセスは住民の日常生活を支え
る基盤です。水道事業は自治体の行政サービスとして提
供されることが多く、水源地の環境保全を通して水質を
良好に保つことも自治体の大事な責務です。

陸上資源

【目標15】陸域生態系の保護、回復、持続可能な利用の推
進、持続可能な森林の経営、砂漠化への対処、ならびに
土地の劣化の阻止・回復及び生物多様性の損失を阻止す
る。
　自然生態系の保護と土地利用計画は密接な関係があり、自治体が大きな役
割を有するといえます。自然資産を広域に保護するためには、自治体単独で対
策を講じるのではなく、国や周辺自治体、その他関係者との連携が不可欠です。

エネルギー

【目標7】すべての人々の、安価かつ信頼できる持続可能
な近代的エネルギーへのアクセスを確保する。
　公共建築物に対して率先して省エネや再エネ利用を推
進したり、住民が省/再エネ対策を推進するのを支援する
等、安価かつ効率的で信頼性の高い持続可能なエネルギー
源利用のアクセスを増やすことも自治体の大きな役割と
いえます。

平和

【目標16】持続可能な開発のための平和で包摂的な社会を促進
し、すべての人々に司法へのアクセスを提供し、あらゆるレベ
ルにおいて効果的で説明責任のある包摂的な制度を構築する。
　平和で公正な社会を作る上でも自治体は大きな責務を
負っています。地域内の多くの市民の参画を促して参加
型の行政を推進して、暴力や犯罪を減らすのも自治体の
役割といえます。

経済成長
と雇用

【目標8】包摂的かつ持続可能な経済成長、及びすべての
人々の完全かつ生産的な雇用と働きがいのある人間らし
い雇用（ディーセント・ワーク）を促進する。
　自治体は経済成長戦略の策定を通して地域経済の活性
化や雇用の創出に直接的に関与することができます。ま
た、勤務環境の改善や社会サービスの制度整備を通して
労働者の待遇を改善することも可能な立場にあります。

実施手段

【目標17】持続可能な開発のための実施手段を強化し、グ
ローバル・パートナーシップを活性化する。
　自治体は公的/民間セクター、市民、NGO/NPO�な
どの多くの関係者を結び付け、パートナーシップの推進
を担う中核的な存在になり得ます。持続可能な世界を構
築していく上で多様な主体の協力関係を築くことは極め
て重要です。

インフラ、
産業化、

イノベーション

【目標9】強靱（レジリエント）なインフラ構築、包摂的か
つ持続可能な産業化の促進、及びイノベーションの推進
を図る。
　自治体は地域のインフラ整備に対して極めて大きな役
割を有しています。地域経済の活性化戦略の中に、地元
企業の支援などを盛り込むことで新たな産業やイノベー
ションを創出することにも貢献することができます。

166

資　料



基
本
目
標（
章
）

政策（節）
貧困 飢餓 保健 教育 ジェン

ダー
水・ 
衛生

エネル
ギー

経済成長
と雇用

インフラ・
産業化・
イノベー
ション

不平等 持続可能
な都市

持続可能
な消費と

生産
気候
変動

海洋
資源

陸上
資源 平和 実施

手段

1　ともに歩み笑顔が輝くまち ● ● ● ● ● ● ● ● ●

1 子育て支援の充実 ● ● ● ● ● ●

2 高齢者福祉・介護の充実 ● ● ●

3 障がい福祉の充実 ● ● ●

4 地域福祉の充実 ● ● ● ● ●

5 健康づくり・地域医療の充実 ● ●

2　学び合い心を育むまち ● ● ● ●

1 学校教育活動の充実 ● ●

2 学校教育環境の整備 ●

3 安心して学べる体制の充実 ● ●

4 社会教育の充実 ●

5 スポーツの振興 ●

6 芸術文化の振興 ●

7 歴史の継承と創造 ● ●

8 読書活動の充実 ●

3　だれもが安全に暮らせるまち ● ● ● ● ● ● ● ● ●

1 防災対策・災害復興の推進 ● ● ●

2 消防・救急体制の充実 ●

3 交通安全・防犯対策・消費者保護の推進 ● ●

4 平和・人権尊重社会・男女共同参画の推進 ● ● ● ● ●

4　住みよい環境にかこまれたまち ● ● ● ● ● ● ● ● ●

1 都市機能の整備 ● ●

2 居住環境の充実 ●

3 公共交通の充実 ● ●

4 道路環境の充実 ●

5 水の供給・下水処理の充実 ● ● ●

6 環境保全の推進 ● ● ● ● ● ● ● ●

7 ごみ対策の推進 ● ● ●

8 緑の充実 ●

5　活力みなぎる産業と交流のまち ● ● ● ●

1 農業の振興 ●

2 工業の振興・企業誘致 ● ●

3 商業の振興 ●

4 雇用と就業環境の充実 ● ●

5 観光の振興・シティセールスの推進 ●

6 交流・多文化共生の推進 ● ●

6　つながり成長するまち ● ● ●

1 市民参加・協働の推進 ● ●

2 産学官連携の推進 ●

3 行財政運営の推進 ● ● ●
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北広島市民憲章
昭和59年(1984年)4月1日制定

前　章
わたしたちは、「青年よ大志をいだけ」のこころを受けつぐ北広島市の市民です。

わたしたちのまちは、広島県人らによって築かれ、北海道の寒地稲作をうみだした、
誇りある伝統をもつまちです。

わたしたちは、いま歴史への新しい歩みを進めようとしているこのまちと、
自分のくらしをしっかりみつめ、自分に何ができるかを問いかけながらこの憲章を実践します。

第１章
まもろう　歴史がはぐくむ豊かな風土
１��豊かな緑を守り、自然を愛するやさし
い心を育てたい。

２��自然との交流のなかで、スポーツやレ
ジャーを楽しみ、生活にゆとりをもた
せたい。

３��市の木・市の花を愛し、やすらぎのあ
る環境をつくりたい。

第2章
つなごう　心のかようたしかなきずな
１��あたたかいことばをかけ合い、ふれあ
いの輪をひろげたい。

２��思いやりの心をもって、ボランティア
活動をひろめたい。

３��地域の活動に関心をもち、進んで参加
して交流を深めたい。

第3章
のばそう　未来をつくるたくましい力
１��伝統を受けつぎ、汗する活動を通して
創造と夢と力を育てたい。

２��未来に目を開いて、自らを発展させて
いく英知と勇気をもちたい。

３��幼いいのちと若い力の健やかな成長を
助けるために、おとなの連帯を進めたい。

第4章
きずこう　個性あふれる北の文化
１��人とまちと自然のとけあった、幅の広
い文化環境をつくりたい。

２��趣味や余暇を大事にし、進んで体験す
る心を育てたい。

３��北国の四季に親しみ、風土に根ざした
文化を育てたい。

市　章
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平和都市宣言
昭和63年(1988年)4月1日宣言

　人類にとって、有史いらい今日ほど恒久の平和を求め
る声が広がりをみせている時代はありません。原爆の脅
威を目のあたりにした日本国民が、広く世界に向けて平
和の尊さを訴えていくことは極めて意義深いものがあり
ます。
　今日、平和を論ずるうえで核兵器の廃絶と大量殺りく
兵器の禁止は国際的な重要課題であり、国内では非核三
原則の遵守と共に戦争否定の理念が広く定着してきてお
ります。
　一方、広範な緑の破壊にも起因する飢餓や病気が数多くの幼い生命を奪っている惨状も人道上の大
きな命題となっております。
　こうした現状を直視するとき、北広島市は憲法の精神に基づく恒久平和の実現を願う市民の意思を
ここに表明し、平和都市を宣言します。

姉妹都市・東広島市
　東広島市は、広島県のほぼ中央に位置し、豊かな自然と古い歴
史・文化に育まれ、灘、伏見と並ぶ全国的な銘醸地です。また、平
成17年(2005年)には、黒瀬町、福富町、豊栄町、河内町及び安
芸津町との合併により、内陸部の山々や瀬戸内海を望む海岸線まで
市域が広がり、歴史的・文化的な資源をはじめ、豊かな自然環境な
ど更に魅力を備えた都市となっています。
　北広島市との関わりは、明治17年(1884年)に現在の東広島市
出身者を含む広島県の人々が入植し、厳しい自然環境に耐えながら、
努力を重ね切り開いたフロンティア精神に端を発しています。この
人々の命がけの苦労が現在の北広島市発展の原点といえます。
　昭和55年(1980年)の姉妹都市締結以来、小中学生の親善交流や
市職員の相互派遣、東広島市の「酒まつり」を参考にした「北の酒まつ
りinきたひろしま」の開催など様々な分野での交流を深めています。

市の花・市の木
つ
つ
じ

か
え
で

169



北広島市総合計画（第6次）
令和3年（2021年）3月
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北広島市
ホームページは
こちら

ホームページへのアクセス

北広島市総合計画
（第6次）についての
ホームページはこちら

北広島市役所庁舎
�
　平成29年(2017年)に新庁舎として開庁しました。1階フ
ロアには、市民が各種活動を行うことができる多目的室と、
就学前の親子の出会いと交流の場である地域子育て支援セン
ター「あいあい」、市民の健康づくりの拠点となる保健センター
があります。
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